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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　合わせガラス用のポリビニルアセタール樹脂フィルムであって、ポリビニルアセタール
樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセタール樹脂の、ブルックフィール
ド型（Ｂ型）粘度計を用いて２０℃、３０ｒｐｍで測定された、濃度１０質量％のトルエ
ン／エタノール＝１／１（質量比）溶液の粘度が１００～１０００ｍＰａ・ｓであり、ポ
リビニルアセタール樹脂フィルム中の可塑剤の量がポリビニルアセタール樹脂フィルムを
構成する樹脂組成物の総質量に基づいて０～２０質量％であり、１０～３５０μｍの厚さ
を有し、少なくとも片面の凹凸の平均間隔Ｓｍ値が５００μｍ以上であり、少なくとも片
面の凹凸の平均間隔Ｓｍ値と十点平均粗さＲｚ値との比率Ｓｍ／Ｒｚが２００以上である
、ポリビニルアセタール樹脂フィルム。
【請求項２】
　少なくとも片面の十点平均粗さＲｚ値が２０μｍ以下である、請求項１に記載のポリビ
ニルアセタール樹脂フィルム。
【請求項３】
　前記比率Ｓｍ／Ｒｚが３００以上である、請求項１または２に記載のポリビニルアセタ
ール樹脂フィルム。
【請求項４】
　前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセター
ル樹脂の、ブルックフィールド型（Ｂ型）粘度計を用いて２０℃、３０ｒｐｍで測定され
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た、濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（質量比）溶液の粘度が３００ｍＰ
ａ・ｓ以下である、請求項１～３のいずれかに記載のポリビニルアセタール樹脂フィルム
。
【請求項５】
　前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセター
ル樹脂の、ブルックフィールド型（Ｂ型）粘度計を用いて２０℃、３０ｒｐｍで測定され
た、濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（質量比）溶液の粘度が２００ｍＰ
ａ・ｓより大きい、請求項１～３のいずれかに記載のポリビニルアセタール樹脂フィルム
。
【請求項６】
　前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセター
ル樹脂の分子量分布が２．７以上である、請求項５に記載のポリビニルアセタール樹脂フ
ィルム。
【請求項７】
　前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセター
ル樹脂が、粘度平均重合度の異なる少なくとも２つのポリビニルアセタール樹脂の混合物
であるか、または粘度平均重合度の異なる少なくとも２つのポリビニルアルコール系樹脂
の混合物のアセタール化物である、請求項１～６のいずれかに記載のポリビニルアセター
ル樹脂フィルム。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれかに記載のポリビニルアセタール樹脂フィルムの少なくとも片面
に機能性層を有する、ポリビニルアセタール樹脂フィルム。
【請求項９】
　請求項１～７のいずれかに記載のポリビニルアセタール樹脂フィルムの少なくとも片面
に、機能性層を構成する材料をコート、印刷またはラミネートする、ポリビニルアセター
ル樹脂フィルムの製造方法。
【請求項１０】
　前記機能性層が導電層である、請求項８に記載のポリビニルアセタール樹脂フィルム。
【請求項１１】
　前記導電層が線幅０．０１～５ｍｍの複数の線状導電性材料で構成されている、請求項
１０に記載のポリビニルアセタール樹脂フィルム。
【請求項１２】
　前記導電層が線幅１～３０μｍの複数の線状導電性材料で構成されている、請求項１０
に記載のポリビニルアセタール樹脂フィルム。
【請求項１３】
　前記導電層を構成する導電性材料が銀または銅を含んでなる、請求項１０～１２のいず
れかに記載のポリビニルアセタール樹脂フィルム。
【請求項１４】
　複数の透明基材の間に、請求項８および１０～１３のいずれかに記載のポリビニルアセ
タール樹脂フィルムを有する、積層体。
【請求項１５】
　複数の透明基材の間に、請求項８および１０～１３のいずれかに記載のポリビニルアセ
タール樹脂フィルム、および可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を有する、積層体。
【請求項１６】
　前記透明基材がガラスである、請求項１４または１５に記載の積層体。
【請求項１７】
　請求項１４～１６のいずれかに記載の積層体からなる乗物用ガラス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、合わせガラス用のポリビニルアセタール樹脂フィルムに関する。また、本発
明は、複数の透明基材の間に前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを有する合わせガラ
スに関する。
【背景技術】
【０００２】
　建物または乗物におけるガラスの着氷や曇りを除去する方法として、ガラスに熱風を当
てる方法が知られている。しかし、この方法には、充分な前方視認性を得るのに時間がか
かる等の問題がある。また、フロントガラス等のガラスに取り付けたカメラやセンサーの
誤作動を防ぐため、カメラやセンサーの周りを加熱し、着氷や曇りを除去することが必要
とされている。しかし、この除去に燃料の燃焼熱を利用できない電気自動車においては、
電気で空気を加熱し、ガラスに熱風を当てる方法では効率が悪く、航続距離の低下に直結
するといった問題がある。
【０００３】
　そこで、ガラスに電熱線を設置し、通電させることで、着氷や曇りを除去する方法が提
案されている。
　例えば、特許文献１には、機能層の上下に上側接着層および下側接着層を被せ、これら
の上側・下側接着層の上下に上側ガラス板および下側ガラス板を被せ、前記下側接着層と
前記下側ガラス板との間に電熱線を介在させてなる電熱線入り合わせガラスが記載されて
おり、具体的には、電熱線としてタングステン線を使用した例が記載されている。
　また、例えば、特許文献２には、透明基材、前記透明基材の少なくとも一面に備えられ
た接着剤層、前記接着剤層上に備えられた導電性発熱線、前記導電性発熱線および前記発
熱線によって覆われていない接着剤層の上面をカプセル化するコーティング膜、前記導電
性発熱線と電気的に連結したバスバー、および前記バスバーと連結した電源部を含む、発
熱体が記載されており、具体的には、透明基材としてＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレー
ト）フィルムを使用した例が記載されている。
　また、例えば、特許文献３には、２枚の透明なプレートと、少なくとも１枚のシートＡ
および少なくとも１枚のシートＢとを接着して、導電性構造体とを有する合わせガラス積
層体を製造する方法であって、シートＡはポリビニルアセタールＰＡと可塑剤ＷＡとを含
有し、シートＢはポリビニルアセタールＰＢと可塑剤ＷＢとを含有する方法が記載されて
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－０５６８１１号公報
【特許文献２】特表２０１３－５１６０４３号公報
【特許文献３】ＵＳ　２０１６／２８８４５９　Ａ１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、特許文献１に記載されているような、ガラス板の間に多数のタングステン線を
並べ、機能層と一体化させる工程は複雑で、生産性に劣る。さらに、太いタングステン線
を用いるため、前方視認性に問題が残る。
　特許文献２に記載されているような、ＰＥＴフィルムを用いた接合ガラスでは、２枚の
中間膜を必要とすること、そのため発熱体が接合ガラスの中央付近に位置することになり
ガラスの加熱効率が低下すること、ＰＥＴフィルムが曲面追従性に劣るため高曲率のフロ
ントガラスには適用できないこと、ＰＥＴフィルムが伸縮性に劣るため衝突時の頭部衝撃
指数が高くなってしまうこと、銅箔をＰＥＴフィルムに接着するための接着剤に由来する
高いヘイズが生じてしまうことといった問題がある。
　また、特許文献３に記載されているようなポリビニルアセタールシートにおいては、可
塑剤を含まないかまたは少量含むポリビニルアセタールシートは製膜性に劣るため、低重
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合度のポリビニルアセタール樹脂を用いたシートしか使用されていない。そのようなシー
トと可塑剤を含む中間膜とを積層して合わせガラスを作製すると、中間膜中の可塑剤がポ
リビニルアセタールシートに移行し、それにより耐熱性が低下し、高温に曝された場合に
合わせガラスの２枚のガラスにずれが生じる虞がある。また、合わせガラス作製時に付与
される機能性層または構造体（導電性構造体）が、ポリビニルアセタールシートの溶融に
より変形したり、破壊されたりする虞がある。
　また、特許文献３に記載されているようなポリビニルアセタールシートにおいては、合
わせガラス作製時に導電層の線状導電性材料（配線）が断線したり、抵抗値にばらつきが
生じて均一な発熱が得られなかったりする場合があり、この原因として、ポリビニルアセ
タールシート表面における線状導電性材料形成の際の、線状導電性材料のはがれまたは部
分的細化が考えられることが本発明者らにより見い出された。
【０００６】
　従って、本発明が解決しようとする課題は、導電層の線状導電性材料をポリビニルアセ
タール樹脂フィルム表面に形成する際に線状導電性材料の剥がれまたは部分的細化が起こ
りにくく、積層時の断線または高抵抗部の形成等の欠陥が生じにくいポリビニルアセター
ル樹脂フィルムを提供することである。また、本発明の別の課題は、合わせガラス作製時
に機能性層または導電性構造体（導電層）の変形および破壊を抑制できるとともに、得ら
れる合わせガラスの高温下でのガラスのずれを抑制できるポリビニルアセタール樹脂フィ
ルム、および当該フィルムを用いた合わせガラスを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、前記課題を解決するために、合わせガラス用のポリビニルアセタール樹
脂フィルムについて詳細に検討を重ね、本発明を完成させるに至った。
【０００８】
　即ち、本発明は、以下の好適な態様を包含する。
〔１〕合わせガラス用のポリビニルアセタール樹脂フィルムであって、ポリビニルアセタ
ール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセタール樹脂の、ブルックフィ
ールド型（Ｂ型）粘度計を用いて２０℃、３０ｒｐｍで測定された、濃度１０質量％のト
ルエン／エタノール＝１／１（質量比）溶液の粘度が１００～１０００ｍＰａ・ｓであり
、ポリビニルアセタール樹脂フィルム中の可塑剤の量がポリビニルアセタール樹脂フィル
ムを構成する樹脂組成物の総質量に基づいて０～２０質量％であり、１０～３５０μｍの
厚さを有し、少なくとも片面の凹凸の平均間隔Ｓｍ値が５００μｍ以上であり、少なくと
も片面の凹凸の平均間隔Ｓｍ値と十点平均粗さＲｚ値との比率Ｓｍ／Ｒｚが２００以上で
ある、ポリビニルアセタール樹脂フィルム。
〔２〕少なくとも片面の十点平均粗さＲｚ値が２０μｍ以下である、前記〔１〕に記載の
ポリビニルアセタール樹脂フィルム。
〔３〕前記比率Ｓｍ／Ｒｚが３００以上である、前記〔１〕または〔２〕に記載のポリビ
ニルアセタール樹脂フィルム。
〔４〕前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセ
タール樹脂の、ブルックフィールド型（Ｂ型）粘度計を用いて２０℃、３０ｒｐｍで測定
された、濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（質量比）溶液の粘度が３００
ｍＰａ・ｓ以下である、前記〔１〕～〔３〕のいずれかに記載のポリビニルアセタール樹
脂フィルム。
〔５〕前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセ
タール樹脂の、ブルックフィールド型（Ｂ型）粘度計を用いて２０℃、３０ｒｐｍで測定
された、濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（質量比）溶液の粘度が２００
ｍＰａ・ｓより大きい、前記〔１〕～〔３〕のいずれかにに記載のポリビニルアセタール
樹脂フィルム。
〔６〕前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセ
タール樹脂の分子量分布が２．７以上である、前記〔５〕に記載のポリビニルアセタール



(5) JP 6487131 B2 2019.3.20

10

20

30

40

50

樹脂フィルム。
〔７〕前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセ
タール樹脂が、粘度平均重合度の異なる少なくとも２つのポリビニルアセタール樹脂の混
合物であるか、または粘度平均重合度の異なる少なくとも２つのポリビニルアルコール系
樹脂の混合物のアセタール化物である、前記〔１〕～〔６〕のいずれかに記載のポリビニ
ルアセタール樹脂フィルム。
〔８〕前記〔１〕～〔７〕のいずれかに記載のポリビニルアセタール樹脂フィルムの少な
くとも片面に機能性層を有する、ポリビニルアセタール樹脂フィルム。
〔９〕前記〔１〕～〔７〕のいずれかに記載のポリビニルアセタール樹脂フィルムの少な
くとも片面に、機能性層を構成する材料をコート、印刷またはラミネートする、請求項８
に記載のポリビニルアセタール樹脂フィルムの製造方法。
〔１０〕前記機能性層が導電層である、前記〔８〕に記載のポリビニルアセタール樹脂フ
ィルム。
〔１１〕前記導電層が線幅０．０１～５ｍｍの複数の線状導電性材料で構成されている、
前記〔１０〕に記載のポリビニルアセタール樹脂フィルム。
〔１２〕前記導電層が線幅１～３０μｍの複数の線状導電性材料で構成されている、前記
〔１０〕に記載のポリビニルアセタール樹脂フィルム。
〔１３〕前記導電層を構成する導電性材料が銀または銅を含んでなる、前記〔１０〕～〔
１２〕のいずれかに記載のポリビニルアセタール樹脂フィルム。
〔１４〕複数の透明基材の間に、前記〔８〕および〔１０〕～〔１３〕のいずれかに記載
のポリビニルアセタール樹脂フィルムを有する、積層体。
〔１５〕複数の透明基材の間に、前記〔８〕および〔１０〕～〔１３〕のいずれかに記載
のポリビニルアセタール樹脂フィルム、および可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を有す
る、積層体。
〔１６〕前記透明基材がガラスである、前記〔１４〕または〔１５〕に記載の積層体。
〔１７〕前記〔１４〕～〔１６〕のいずれかに記載の積層体からなる乗物用ガラス。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムを使用することにより、導電層の線状導電
性材料をポリビニルアセタール樹脂フィルム表面に形成する際に線状導電性材料の剥がれ
または部分的細化が起こりにくく、積層時の断線または高抵抗部の形成等の欠陥が生じに
くいポリビニルアセタール樹脂フィルムを提供できる。また、本発明のポリビニルアセタ
ール樹脂フィルムを使用することにより、合わせガラス作製時に機能性層または導電層の
変形および破壊を抑制できるとともに、得られる合わせガラスの高温下でのガラスのずれ
を抑制できるポリビニルアセタール樹脂フィルム、および当該フィルムを用いた合わせガ
ラスを提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】耐熱クリープ性値（１）の測定に用いる合わせガラスの模式図である。
【図２】耐熱クリープ性値（２）の測定に用いる合わせガラスの模式図である。
【図３】鉄板が接着された、耐熱クリープ性値（１）または耐熱クリープ性値（２）の測
定に用いる合わせガラスの模式図である。
【図４】耐熱クリープ性値（１）または耐熱クリープ性値（２）を測定するために、鉄板
が接着された合わせガラスを、所定の角度に固定した状態の模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムは、合わせガラス用のポリビニルアセター
ル樹脂フィルムであって、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中の
ポリビニルアセタール樹脂の、ブルックフィールド型（Ｂ型）粘度計を用いて２０℃、３
０ｒｐｍで測定された、濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（質量比）溶液
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の粘度が１００～１０００ｍＰａ・ｓであり、ポリビニルアセタール樹脂フィルム中の可
塑剤の量がポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物の総質量に基づいて
０～２０質量％であり、１０～３５０μｍの厚さを有し、少なくとも片面の凹凸の平均間
隔Ｓｍ値が５００μｍ以上であり、少なくとも片面の凹凸の平均間隔Ｓｍ値と十点平均粗
さＲｚ値との比率Ｓｍ／Ｒｚが２００以上である、ポリビニルアセタール樹脂フィルムで
ある。
【００１２】
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムの厚さは１０～３５０μｍである。ポリビ
ニルアセタール樹脂フィルムの厚さが１０μｍ未満であると、ポリビニルアセタール樹脂
フィルムの収縮または変形に起因して機能性層に歪み等が生じる問題が起こる。また、ポ
リビニルアセタール樹脂フィルムの厚さが３５０μｍより大きいと、ポリビニルアセター
ル樹脂フィルムに場合により積層される可塑化ポリビニルアセタール樹脂層からの可塑剤
移行量が多くなり、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層中の可塑剤量が少なくなることに
起因して、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを用いた乗物用ガラスを搭載した乗物の衝
突時における頭部衝撃が大きくなる等の問題が起こる。ポリビニルアセタール樹脂フィル
ムの厚さは、好ましくは２０μｍ以上、より好ましくは３０μｍ以上である。また、ポリ
ビニルアセタール樹脂フィルムの厚さは、好ましくは３３０μｍ以下、より好ましくは２
９５μｍ以下、より好ましくは２７０μｍ以下、より好ましくは２５０μｍ以下、より好
ましくは１５０μｍ以下、より好ましくは１２０μｍ以下、最も好ましくは１００μｍ未
満である。ポリビニルアセタール樹脂フィルムの厚さが前記下限値以上かつ前記上限値以
下であると、上記問題が起こらず、良好な製膜性が得られやすい。ポリビニルアセタール
樹脂フィルムの厚さは、厚さ計またはレーザー顕微鏡等を用いて測定される。
【００１３】
＜ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成するために使用される樹脂＞
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムは、ポリビニルアルコールまたはエチレン
ビニルアルコールコポリマー等のポリビニルアルコール系樹脂のアセタール化によって製
造されるポリビニルアセタール樹脂を含む。
【００１４】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムは、１つのポリビニルアセタール樹脂を含むか、或
いは粘度平均重合度、アセタール化度、アセチル基量、水酸基量、エチレン含有量、アセ
タール化に用いられるアルデヒドの分子量、および鎖長のうちいずれか１つ以上がそれぞ
れ異なる２つ以上のポリビニルアセタール樹脂を含んでよい。ポリビニルアセタール樹脂
フィルムが異なる２つ以上のポリビニルアセタール樹脂を含む場合、溶融成形の容易性の
観点、並びに合わせガラス作製時の機能性層の変形および合わせガラス使用時のガラスの
ずれ等を防ぐ観点から、ポリビニルアセタール樹脂は、粘度平均重合度の異なる少なくと
も２つのポリビニルアセタール樹脂の混合物であるか、または粘度平均重合度の異なる少
なくとも２つのポリビニルアルコール系樹脂の混合物のアセタール化物であることが好ま
しい。
【００１５】
　本発明に用いられるポリビニルアセタール樹脂は、例えば次のような方法によって製造
できるが、これに限定されない。まず、濃度３～３０質量％のポリビニルアルコールまた
はエチレンビニルアルコールコポリマーの水溶液を、８０～１００℃の温度範囲で保持し
た後、１０～６０分かけて徐々に冷却する。温度が－１０～３０℃まで低下したところで
、アルデヒドおよび酸触媒を添加し、温度を一定に保ちながら、３０～３００分間アセタ
ール化反応を行う。次に、反応液を３０～２００分かけて２０～８０℃の温度まで昇温し
、３０～３００分保持する。その後、反応液を、必要に応じて濾過した後、アルカリ等の
中和剤を添加して中和し、樹脂を濾過、水洗および乾燥することにより、ポリビニルアセ
タール樹脂が製造される。
【００１６】
　アセタール化反応に用いる酸触媒は特に限定されない。有機酸および無機酸のいずれも
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使用できる。そのような酸触媒の例として、酢酸、パラトルエンスルホン酸、硝酸、硫酸
および塩酸等が挙げられる。これらの中でも、酸の強度および洗浄時の除去のしやすさの
観点から、塩酸、硫酸および硝酸が好ましく用いられる。
【００１７】
　好適な破断エネルギーを有するポリビニルアセタール樹脂が得られやすい観点から、ポ
リビニルアセタール樹脂の製造に使用されるアルデヒドまたはケト化合物は、２～１０個
の炭素原子を有する直鎖状、分岐状または環状化合物であることが好ましく、直鎖状また
は分岐状化合物であることがより好ましい。これにより、相応の直鎖状または分岐状のア
セタール基がもたらされる。また、本発明において使用されるポリビニルアセタール樹脂
は、複数のアルデヒドまたはケト化合物の混合物によりポリビニルアルコールまたはエチ
レンビニルアルコールコポリマーをアセタール化して得られるアセタール化物であっても
よい。
【００１８】
　本発明において使用されるポリビニルアセタール樹脂は、少なくとも１つのポリビニル
アルコールと、２～１０個の炭素原子を有する１つ以上の脂肪族非分岐のアルデヒドとの
反応により生じるものであることが好ましい。そのようなアルデヒドとしては、好適な破
断エネルギーを有するポリビニルアセタール樹脂が得られやすい観点から、ｎ－ブチルア
ルデヒドが好ましい。アセタール化に使用するアルデヒドにおけるｎ－ブチルアルデヒド
の含有量は、好ましくは５０質量％以上、より好ましくは８０質量％以上、さらに好まし
くは９５質量％以上、特に好ましくは９９質量％以上であり、１００質量％であってもよ
い。
【００１９】
　ポリビニルアセタール樹脂を製造するために使用されるポリビニルアルコール系樹脂は
、単独であるか、または粘度平均重合度若しくは加水分解度等が異なるポリビニルアルコ
ール系樹脂の混合物であってよい。
【００２０】
　ポリビニルアセタール樹脂の原料となるポリビニルアルコール系樹脂の粘度平均重合度
は、好ましくは１００以上、より好ましくは３００以上、より好ましく４００以上、さら
に好ましくは６００以上、特に好ましくは７００以上、最も好ましくは７５０以上である
。ポリビニルアルコール系樹脂の粘度平均重合度が上記下限値以上であると、合わせガラ
スの作製時に導電層の変形および断線が抑制されやすく、得られる合わせガラスにおいて
熱によりガラスがずれる現象が防止されやすい。また、ポリビニルアルコール系樹脂の粘
度平均重合度は、好ましくは５０００以下、より好ましくは３０００以下、さらに好まし
くは２５００以下、特に好ましくは２３００以下、最も好ましくは２０００以下である。
ポリビニルアルコール系樹脂の粘度平均重合度が上記上限値以下であると良好な製膜性が
得られやすい。ポリビニルアルコール系樹脂の粘度平均重合度は、ＪＩＳ　Ｋ　６７２６
「ポリビニルアルコール試験方法」に基づいて測定される。
　ポリビニルアセタール樹脂の好ましい粘度平均重合度の数値は、上記したポリビニルア
ルコール系樹脂の粘度平均重合度の数値と同一である。ポリビニルアセタール樹脂フィル
ムが異なる２つ以上のポリビニルアセタール樹脂を含む場合、少なくとも１つのポリビニ
ルアセタール樹脂の粘度平均重合度が、前記下限値以上かつ前記上限値以下であることが
好ましい。
【００２１】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成するために使用されるポリビニルアセタール
樹脂中のアセチル基量は、ポリビニルアセタール樹脂の製造原料であるポリビニルアルコ
ール樹脂中の主鎖の炭素２個からなる単位（例えば、ビニルアルコール単位、酢酸ビニル
単位、エチレン単位など）を一繰返し単位とし、その一繰返し単位を基準として、酢酸ビ
ニル単位が、好ましくは０．１～２０モル％、より好ましくは０．５～３モル％または５
～８モル％である。原料のポリビニルアルコール系樹脂のケン化度を適宜調整することに
より、アセチル基量（以下、酢酸ビニル単位の量を意味する）は前記範囲内に調整できる
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。アセチル基量は、ポリビニルアセタール樹脂の極性に影響を及ぼし、それによって、ポ
リビニルアセタール樹脂フィルムの可塑剤相溶性および機械的強度が変化し得る。ポリビ
ニルアセタール樹脂フィルムが、アセチル基量が前記範囲内であるポリビニルアセタール
樹脂を含むと、場合により積層する可塑化ポリビニルアセタール樹脂層との良好な接合、
および光学歪の低減等が達成されやすい。ポリビニルアセタール樹脂フィルムが異なる２
つ以上のポリビニルアセタール樹脂を含む場合、少なくとも１つのポリビニルアセタール
樹脂のアセチル基量が、上記範囲内であることが好ましい。
【００２２】
　本発明で使用するポリビニルアセタール樹脂のアセタール化度は特に限定されない。ア
セタール化度は、ポリビニルアセタール樹脂の製造原料であるポリビニルアルコール樹脂
中の主鎖の炭素２個からなる単位（例えば、ビニルアルコール単位、酢酸ビニル単位、エ
チレン単位など）を一繰返し単位とし、その一繰返し単位を基準として、アセタールを形
成する上記単位の量である。アセタール化度は、好ましくは４０～８６モル％、より好ま
しくは４５～８４モル％、より好ましくは５０～８２モル％、さらに好ましくは６０～８
２モル％、特に好ましは６８～８２モル％である。ポリビニルアルコール系樹脂をアセタ
ール化する際のアルデヒドの使用量を適宜調整することにより、ポリビニルアセタール樹
脂のアセタール化度は前記範囲内に調整できる。アセタール化度が前記範囲内であると、
本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムの力学的強度が充分なものになりやすく、ポ
リビニルアセタール樹脂と可塑剤との相溶性が低下しにくい。ポリビニルアセタール樹脂
フィルムが異なる２つ以上のポリビニルアセタール樹脂を含む場合、少なくとも１つのポ
リビニルアセタール樹脂のアセタール化度が、上記範囲内であることが好ましい。
【００２３】
　ポリビニルアセタール樹脂の水酸基量は、ポリビニルアセタール樹脂のビニルアルコー
ル単位の質量として、好ましくは６～２６質量％、より好ましくは１２～２４質量％、よ
り好ましくは１５～２２質量％、より好ましくは１８～２１質量％である。水酸基量（以
下、ビニルアルコール単位の量を意味する）が前記範囲内であると、場合により積層する
可塑化ポリビニルアセタール樹脂層との屈折率差が小さくなり、光学むらの少ない合わせ
ガラスが得られやすい。一方で、さらに遮音性能を合わせて付与するために好ましい範囲
は６～２０質量％、より好ましくは８～１８質量％、さらに好ましくは１０～１５質量％
、特に好ましくは１１～１３質量％である。ポリビニルアルコール系樹脂をアセタール化
する際のアルデヒドの使用量を調整することにより、水酸基量は前記範囲内に調整できる
。ポリビニルアセタール樹脂フィルムが異なる２つ以上のポリビニルアセタール樹脂を含
む場合、少なくとも１つのポリビニルアセタール樹脂の水酸基量が、上記範囲内であるこ
とが好ましい。
【００２４】
　ポリビニルアセタール樹脂は、通常、アセタール基単位、水酸基単位およびアセチル基
単位から構成されており、これらの各単位量は、ＪＩＳ　Ｋ　６７２８「ポリビニルブチ
ラール試験方法」または核磁気共鳴法（ＮＭＲ）によって測定される。
【００２５】
　ポリビニルアセタール樹脂が、アセタール基単位以外の単位を含む場合は、水酸基の単
位量とアセチル基の単位量とを測定し、これらの両単位量をアセタール基単位以外の単位
を含まない場合のアセタール基単位量から差し引くことで、残りのアセタール基単位量を
算出できる。
【００２６】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成するために使用されるポリビニルアセタール
樹脂の、ブルックフィールド型（Ｂ型）粘度計を用いて２０℃、３０ｒｐｍで測定された
、濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（質量比）溶液の粘度は、１００～１
０００ｍＰａ・ｓである。前記粘度が１００ｍＰａ・ｓより小さいと耐熱性を満足する合
わせガラスを得ることはできず、１０００ｍＰａ・ｓより大きいと良好な製膜性を得にく
い。
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【００２７】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムと可塑化ポリビニルアセタール樹脂層とが直接接触
しない状態で合わせガラスを作製する場合、またはポリビニルアセタール樹脂フィルムと
可塑化ポリビニルアセタール樹脂層とが一部で直接接触しているが、可塑化ポリビニルア
セタール樹脂層からポリビニルアセタール樹脂フィルム全体に可塑剤が充分移行できない
場合には、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成するために使用されるポリビニルア
セタール樹脂の、ブルックフィールド型（Ｂ型）粘度計を用いて２０℃、３０ｒｐｍで測
定された、濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（質量比）溶液の粘度は、好
ましくは３００ｍＰａ・ｓ以下、より好ましくは２５０ｍＰａ・ｓ以下、さらに好ましく
は２００ｍＰａ・ｓ以下、特に好ましくは１８０ｍＰａ・ｓ以下である。前記粘度が前記
上限値以下であると、合わせガラス作製時の加熱温度または加熱時間を所望の範囲としや
すく、合わせガラス作製時にポリビニルアセタール樹脂の未溶融部が残りにくく、ポリビ
ニルアセタール樹脂フィルムの黄変が起こりにくい。上記した場合の具体的な例としては
、ポリビニルアセタール樹脂フィルムと可塑化ポリビニルアセタール樹脂層との間のほぼ
全面に、無機物層、或いは可塑剤を浸透させにくい樹脂層、例えばポリエステル樹脂また
はポリオレフィン系樹脂等を含んでなる機能層が形成されている場合が挙げられる。前記
粘度は、ポリビニルアセタール樹脂の未溶融部のない合わせガラスが得られやすい観点か
ら、好ましくは１００ｍＰａ・ｓ以上、より好ましくは１２０ｍＰａ・ｓ以上、特に好ま
しくは１５０ｍＰａ・ｓ以上である。
【００２８】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムと可塑化ポリビニルアセタール樹脂層とが直接接触
する状態で合わせガラスを作製する場合、またはポリビニルアセタール樹脂フィルムと可
塑化ポリビニルアセタール樹脂層とが直接接触していなくても、可塑化ポリビニルアセタ
ール樹脂層からポリビニルアセタール樹脂フィルム全体に可塑剤が充分移行できる場合が
ある。この場合には、前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成するポリビニルアセ
タール樹脂の、ブルックフィールド型（Ｂ型）粘度計を用いて２０℃、３０ｒｐｍで測定
された、濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（質量比）溶液の粘度は、好ま
しくは１６０ｍＰａ・ｓ以上、より好ましくは２００ｍＰａ・ｓ以上、より好ましくは２
００ｍＰａ・ｓより大きい、より好ましくは２１０ｍＰａ・ｓ以上、より好ましくは２２
０ｍＰａ・ｓ以上、より好ましくは２３０ｍＰａ・ｓ以上、さらに好ましくは２４０ｍＰ
ａ・ｓ以上、特に好ましくは２６５ｍＰａ・ｓ以上である。ポリビニルアセタール樹脂の
前記粘度が前記下限値以上であると、高温になってもガラスがずれにくい合わせガラスが
得られやすい。
　また、上記した場合に、合わせガラス作製時に機能性層または構造体の変形および破壊
を十分に抑制することができるまたは抑制されやすい、また、得られる合わせガラスの高
温下でのガラスのずれを十分に抑制することができるまたは抑制されやすい観点から、前
記粘度は２００ｍＰａ・ｓより大きいことが好ましく、より好ましくは２１０ｍＰａ・ｓ
以上、より好ましくは２２０ｍＰａ・ｓ以上、より好ましくは２３０ｍＰａ・ｓ以上、さ
らに好ましくは２４０ｍＰａ・ｓ以上、特に好ましくは２６５ｍＰａ・ｓ以上である。前
記粘度は、良好な製膜性が得られやすい観点から、通常は１０００ｍＰａ・ｓ以下、好ま
しくは８００ｍＰａ・ｓ以下、より好ましくは５００ｍＰａ・ｓ以下、さらに好ましくは
４５０ｍＰａ・ｓ以下、特に好ましくは４００ｍＰａ・ｓ以下である。
【００２９】
　粘度平均重合度の高いまたは低いポリビニルアルコール系樹脂を原料または原料の一部
として用いて製造したポリビニルアセタール樹脂を使用または併用することにより、ポリ
ビニルアセタール樹脂の前記粘度は、前記上限値以下に、前記下限値より大きく、または
前記下限値以上に調整できる。ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成するために使用
されるポリビニルアセタール樹脂が複数の樹脂の混合物からなる場合、前記粘度は、その
ような混合物の粘度である。
【００３０】
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　前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセター
ル樹脂のピークトップ分子量は、好ましくは１１５，０００～２００，０００、より好ま
しくは１２０，０００～１６０，０００、特に好ましくは１３０，０００～１５０，００
０である。粘度平均重合度の高いポリビニルアルコール系樹脂を原料または原料の一部と
して用いて製造したポリビニルアセタール樹脂を使用または併用することにより、ポリビ
ニルアセタール樹脂のピークトップ分子量は前記範囲内に調整できる。ポリビニルアセタ
ール樹脂のピークトップ分子量が前記範囲内であると、好適なフィルム製膜性および好適
なフィルム物性（例えば、ラミネート適性、耐クリープ性および破断伸度）が得られやす
い。
　前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセター
ル樹脂の分子量分布、即ち重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）との比（Ｍｗ
／Ｍｎ）は、好ましくは２．７以上、より好ましくは２．８以上、特に好ましくは２．９
以上である。粘度平均重合度の異なるポリビニルアルコール系樹脂の混合物をアセタール
化したり、粘度平均重合度の異なるポリビニルアルコール系樹脂のアセタール化物を混合
したりすることにより、ポリビニルアセタール樹脂の分子量分布は前記下限値以上に調整
できる。ポリビニルアセタール樹脂の分子量分布が前記下限値以上であると、製膜性およ
び好適なフィルム物性（例えば、ラミネート適性、耐クリープ性および破断強度）を両立
させやすい。分子量分布の上限値は特に限定されない。製膜しやすさの観点から、分子量
分布は、通常は１０以下、好ましくは５以下である。
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムが異なる２つ以上のポリビニルアセタール樹脂を含
む場合、少なくとも１つのポリビニルアセタール樹脂のピークトップ分子量および分子量
分布が、上記範囲内であることが好ましい。
　ピークトップ分子量および分子量分布は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）を用
い、分子量既知のポリスチレンを標準として求められる。
【００３１】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムは、良好な製膜性が得られやすい観点から、未架橋
のポリビニルアセタールを含むことが好ましい。ポリビニルアセタール樹脂フィルムが、
架橋されたポリビニルアセタールを含むことも可能である。ポリビニルアセタールを架橋
するための方法は、例えば、ＥＰ　１５２７１０７Ｂ１およびＷＯ　２００４／０６３２
３１　Ａ１（カルボキシル基含有ポリビニルアセタールの熱自己架橋）、ＥＰ　１６０６
３２５　Ａ１（ポリアルデヒドにより架橋されたポリビニルアセタール）、およびＷＯ　
２００３／０２０７７６　Ａ１（グリオキシル酸により架橋されたポリビニルアセタール
）に記載されている。また、アセタール化反応条件を適宜調整することで、生成する分子
間アセタール結合量をコントロールしたり、残存水酸基のブロック化度をコントロールし
たりすることも有用な方法である。
【００３２】
＜可塑剤＞
　本発明において、ポリビニルアセタール樹脂フィルム中の可塑剤の量は、ポリビニルア
セタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物の総質量に基づいて０～２０質量％である。
前記可塑剤量が２０質量％を超えると、合わせガラスの作製時に機能性層または導電層の
変形および／または断線が生じる。
　前記可塑剤量は、好ましくは０～１９質量％、より好ましくは０～１５質量％、さらに
好ましくは０～１０質量％、特に好ましくは０～５質量％である。ポリビニルアセタール
樹脂フィルム中の可塑剤の量が前記範囲内であると、製膜性および取扱い性に優れたポリ
ビニルアセタール樹脂フィルムが製造されやすく、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを
用いた合わせガラスの作製時に機能性層または導電層の変形および断線が抑制されやすい
。
【００３３】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルム中に可塑剤が含まれる場合、可塑剤として、好まし
くは、下記群の１つまたは複数の化合物が使用される。
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・多価の脂肪族または芳香族酸のエステル。例えば、ジアルキルアジペート（例えば、ジ
ヘキシルアジペート、ジ－２－エチルブチルアジペート、ジオクチルアジペート、ジ－２
－エチルヘキシルアジペート、ヘキシルシクロヘキシルアジペート、ジヘプチルアジペー
ト、ジノニルアジペート、ジイソノニルアジペート、ヘプチルノニルアジペート）；アジ
ピン酸とアルコール若しくはエーテル化合物を含むアルコールとのエステル〔例えば、ジ
（ブトキシエチル）アジペート、ジ（ブトキシエトキシエチル）アジペート〕；ジアルキ
ルセバケート（例えば、ジブチルセバケート）；セバシン酸と脂環式若しくはエーテル化
合物を含むアルコールとのエステル；フタル酸のエステル（例えば、ブチルベンジルフタ
レート、ビス－２－ブトキシエチルフタレート）；および脂環式多価カルボン酸と脂肪族
アルコールとのエステル（例えば、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸ジイソノニルエ
ステル）が挙げられる。
・多価の脂肪族若しくは芳香族アルコールまたは１つ以上の脂肪族若しくは芳香族置換基
を有するオリゴエーテルグリコールのエステルまたはエーテル。例えば、グリセリン、ジ
グリコール、トリグリコール、テトラグリコール等と、直鎖状若しくは分岐状の脂肪族若
しくは脂環式カルボン酸とのエステルが挙げられる。具体的には、ジエチレングリコール
－ビス－（２－エチルヘキサノエート）、トリエチレングリコール－ビス－（２－エチル
ヘキサノエート）（以下において、「３ＧＯ」と称することもある）、トリエチレングリ
コール－ビス－（２－エチルブタノエート）、テトラエチレングリコール－ビス－（２－
エチルヘキサノエート）、テトラエチレングリコール－ビス－ｎ－ヘプタノエート、トリ
エチレングリコール－ビス－ｎ－ヘプタノエート、トリエチレングリコール－ビス－ｎ－
ヘキサノエート、テトラエチレングリコールジメチルエーテル、およびジプロピレングリ
コールジベンゾエートが挙げられる。
・脂肪族または芳香族アルコールのリン酸エステル。例えば、トリス（２－エチルヘキシ
ル）ホスフェート、トリエチルホスフェート、ジフェニル－２－エチルヘキシルホスフェ
ート、およびトリクレジルホスフェートが挙げられる。
・クエン酸、コハク酸および／またはフマル酸のエステル。
【００３４】
　また、多価アルコールと多価カルボン酸とからなるポリエステル若しくはオリゴエステ
ル、これらの末端エステル化物若しくはエーテル化物、ラクトン若しくはヒドロキシカル
ボン酸からなるポリエステル若しくはオリゴエステル、またはこれらの末端エステル化物
若しくはエーテル化物等を可塑剤として用いてもよい。
【００３５】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルム中に可塑剤が含まれる場合、ポリビニルアセタール
樹脂と積層する場合の可塑化ポリビニルアセタール樹脂層との間で可塑剤が移行すること
に伴う問題（例えば、経時的な物性変化等の問題）を抑制する観点から、積層する可塑化
ポリビニルアセタール樹脂層に含まれるものと同じ可塑剤、または該可塑化ポリビニルア
セタール樹脂層の物性（例えば、耐熱性、耐光性、透明性および可塑化効果）を損なわな
い可塑剤を使用することが好ましい。このような観点から、可塑剤としては、トリエチレ
ングリコール－ビス－（２－エチルヘキサノエート）、トリエチレングリコール－ビス（
２－エチルブタノエート）、テトラエチレングリコール－ビス－（２－エチルヘキサノエ
ート）、テトラエチレングリコール－ビス－ｎ－ヘプタノエートがより好ましく、トリエ
チレングリコール－ビス－（２－エチルヘキサノエート）が特に好ましい。
【００３６】
＜添加剤＞
　さらに、ポリビニルアセタール樹脂フィルムは、別の添加剤を含んでいてよい。そのよ
うな添加剤としては、例えば、水、紫外線吸収剤、酸化防止剤、接着調整剤、増白剤若し
くは蛍光増白剤、安定剤、色素、加工助剤、遮熱材料、有機若しくは無機ナノ粒子、焼成
ケイ酸および表面活性剤等が挙げられる。
【００３７】
　本発明の課題を解決するためには、ポリビニルアセタール樹脂フィルム中のゲルの量を
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充分少なくすることが必要である。これは、ポリビニルアセタール樹脂の分解等によりゲ
ルが生成すると、ポリビニルアセタール樹脂フィルム上に凸状欠陥が生じて、Ｓｍ値が低
くなる傾向があり、また、Ｒｚ値が高くなる傾向があるからである。ポリビニルアセター
ル樹脂フィルム中のゲルの量を少なくするためには、ポリビニルアセタール樹脂のペレッ
ト化時や製膜時のゲルの生成を抑制することが有用であり、そのためには、酸化防止剤等
の安定化剤を、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物に添加すること
が有用である。
【００３８】
　酸化防止剤としては、例えば、フェノール系酸化防止剤、リン系酸化防止剤および硫黄
系酸化防止剤等が挙げられ、これらの中でもフェノール系酸化防止剤が好ましく、アルキ
ル置換フェノール系酸化防止剤が特に好ましい。
【００３９】
　フェノール系酸化防止剤の例としては、２－ｔ－ブチル－６－（３－ｔ－ブチル－２－
ヒドロキシ－５－メチルベンジル）－４－メチルフェニルアクリレート、および２，４－
ジ－ｔ－アミル－６－（１－（３，５－ジ－ｔ－アミル－２－ヒドロキシフェニル）エチ
ル）フェニルアクリレート等のアクリレート系化合物、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メ
チルフェノール、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェノール、オクタデシル－３－
（３，５－）ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、２，２’－メ
チレン－ビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－ブチリデン－ビス
（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－ブチリデン－ビス（６－ｔ－ブ
チル－ｍ－クレゾール）、４，４’－チオビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール
）、ビス（３－シクロヘキシル－２－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）メタン、３，９
－ビス（２－（３－（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオ
ニルオキシ）－１，１－ジメチルエチル）－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５
，５］ウンデカン、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチル
フェニル）ブタン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、テトラキス（メチレン－３－（３’，５’－
ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート）メタン、およびトリエチ
レングリコールビス（３－（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プ
ロピオネート）等のアルキル置換フェノール系化合物、６－（４－ヒドロキシ－３，５－
ジ－ｔ－ブチルアニリノ）－２，４－ビス－オクチルチオ－１，３，５－トリアジン、６
－（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルアニリノ）－２，４－ビス－オクチルチオ－１，
３，５－トリアジン、６－（４－ヒドロキシ－３－メチル－５－ｔ－ブチルアニリノ）－
２，４－ビス－オクチルチオ－１，３，５－トリアジン、および２－オクチルチオ－４，
６－ビス－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－オキシアニリノ）－１，３，５－トリアジン
等のトリアジン基含有フェノール系化合物等が挙げられる。
【００４０】
　リン系酸化防止剤としては、例えば、トリフェニルホスファイト、ジフェニルイソデシ
ルホスファイト、フェニルジイソデシルホスファイト、トリス（ノニルフェニル）ホスフ
ァイト、トリス（ジノニルフェニル）ホスファイト、トリス（２－ｔ－ブチル－４－メチ
ルフェニル）ホスファイト、トリス（シクロヘキシルフェニル）ホスファイト、２，２－
メチレンビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）オクチルホスファイト、９，１０－ジ
ヒドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナントレン－１０－オキサイド、１０－（３，
５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－９，１０－ジヒドロ－９－オキサ－１
０－ホスファフェナントレン－１０－オキサイド、および１０－デシロキシ－９，１０－
ジヒドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナントレン等のモノホスファイト系化合物、
４，４’－ブチリデン－ビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェニル－ジ－トリデシルホ
スファイト）、４，４’－イソプロピリデン－ビス（フェニル－ジ－アルキル（Ｃ12～Ｃ

15）ホスファイト）、４，４’－イソプロピリデン－ビス（ジフェニルモノアルキル（Ｃ

12～Ｃ15）ホスファイト）、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ジ－トリデシルホス
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ファイト－５－ｔ－ブチルフェニル）ブタン、およびテトラキス（２，４－ジ－ｔブチル
フェニル）－４，４’－ビフェニレンホスファイト等のジホスファイト系化合物等が挙げ
られる。これらの中でもモノホスファイト系化合物が好ましい。
【００４１】
　硫黄系酸化防止剤としては、例えば、ジラウリル３，３’－チオジプロピオネート、ジ
ステアリル３，３－チオジプロピオネート、ラウリルステアリル３，３’－チオジプロピ
オネート、ペンタエリスリトール－テトラキス－（β－ラウリル－チオプロピオネート）
、および３，９－ビス（２－ドデシルチオエチル）－２，４，８，１０－テトラオキサス
ピロ［５．５］ウンデカン等が挙げられる。
【００４２】
　これらの酸化防止剤は単独で、或いは２種以上を組み合わせて用いることができる。酸
化防止剤の添加量は、ポリビニルアセタール樹脂１００質量部に対して、好ましくは０．
００１質量部以上、より好ましくは０．０１質量部以上である。酸化防止剤の量が前記下
限値以上であると、ポリビニルアセタール樹脂の分解等によるゲルの生成が効果的に抑制
されやすい。また、酸化防止剤の添加量は、ポリビニルアセタール樹脂１００質量部に対
して、通常は５質量部以下、好ましくは１質量部以下、より好ましくは０．１質量部以下
である。酸化防止剤の添加量は５質量部より多くしてもよいが、ゲル生成抑制に関する格
段の効果は望めない。
【００４３】
　また、ポリビニルアセタール樹脂の酸化劣化を防止するために、ポリビニルアセタール
樹脂フィルムの製造工程の少なくとも一部を窒素雰囲気下で行うこと、例えば、押出機を
用いてポリビニルアセタール樹脂フィルムを製造する際にフィード口および吐出口付近を
窒素置換することも好ましい。
【００４４】
　また、その他の安定剤としては、紫外線吸収剤、紫外線遮蔽剤および光安定剤等が挙げ
られる。
【００４５】
　紫外線吸収剤としては、２－（５－メチル－２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾ
ール、２－［２－ヒドロキシ－３，５－ビス（α，α’－ジメチルベンジル）フェニル］
－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシフェニル
）ベンゾトリアゾール、２－（３－ｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒドロキシフェニル）
－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒ
ドロキシフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ－ｔ－アミル－
２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール、および２－（２’－ヒドロキシ－５’－
ｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリアゾール等のベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、２
，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジルベンゾエート、ビス（２，２，６，６－テ
トラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－
４－ピペリジル）－２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２－ｎ
－ブチルマロネート、および４－（３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェ
ニル）プロピオニルオキシ）－１－（２－（３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシフェニル）プロピオニルオキシ）エチル）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジ
ン等のヒンダードアミン系紫外線吸収剤、２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル－３，５－ジ
－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート、およびヘキサデシル－３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシベンゾエート等のベンゾエート系紫外線吸収剤、およびマロン酸エ
ステル系紫外線吸収剤等が挙げられる。
【００４６】
　マロン酸エステル系紫外線吸収剤としては、２－（ｐ－メトキシベンジリデン）マロン
酸ジメチル、テトラエチル－２，２－（１，４－フェニレンジメチリデン）ビスマロネー
ト、および２－（ｐ－メトキシベンジリデン）－ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチ
ル４－ピペリジニル）マロネート等が挙げられる。市販のマロン酸エステル系紫外線吸収
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剤を使用してもよく、その例としては、Ｈｏｓｔａｖｉｎ Ｂ－ＣＡＰ、Ｈｏｓｔａｖｉ
ｎ ＰＲ－２５、およびＨｏｓｔａｖｉｎ ＰＲ－３１（いずれもクラリアント社製）が挙
げられる。
【００４７】
　紫外線遮蔽剤としては、シュウ酸アニリド化合物、例えば、Ｎ－（２－エチルフェニル
）－Ｎ’－（２－エトキシ－５－ｔ－ブチルフェニル）シュウ酸ジアミド、Ｎ－（２－エ
チルフェニル）－Ｎ’－（２－エトキシ－フェニル）シュウ酸ジアミド、および２－エチ
ル－２’－エトキシ－オキシアニリド（クラリアント社製「ＳａｎｄｕｖｏｒＶＳＵ」）
等の窒素原子上に置換されたアリール基等を有するシュウ酸ジアミド類等が挙げられる。
【００４８】
　紫外線吸収剤または紫外線遮蔽剤の添加量は、ポリビニルアセタール樹脂フィルムに含
まれるポリビニルアセタール樹脂に対して質量基準で、好ましくは１０ｐｐｍ以上、より
好ましくは１００ｐｐｍ以上である。紫外線吸収剤または紫外線遮蔽剤の添加量が前記下
限値以上であると、充分な効果が発揮されやすい。また、紫外線吸収剤または紫外線遮蔽
剤の添加量は、ポリビニルアセタール樹脂フィルムに含まれるポリビニルアセタール樹脂
に対して質量基準で、通常は５０，０００ｐｐｍ以下、好ましくは１０，０００ｐｐｍ以
下である。紫外線吸収剤または紫外線遮蔽剤の添加量を５０，０００ｐｐｍより多くして
もよいが、ゲル生成抑制に関する格段の効果は望めない。
　紫外線吸収剤または紫外線遮蔽剤は、単独で、または２種以上を組み合わせて使用でき
る。
【００４９】
　光安定剤としては、ヒンダードアミン系光安定剤を使用でき、その市販品の例としては
、株式会社ＡＤＥＫＡ製「アデカスタブＬＡ－５７（商品名）」が挙げられる。
【００５０】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムが機能性層として導電層を有する態様では、導電層
の腐食を抑制するために、ポリビニルアセタール樹脂フィルムが腐食防止剤を含有するこ
とが好ましい。ポリビニルアセタール樹脂フィルムに含有される腐食防止剤の量は、ポリ
ビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物の質量に基づいて、好ましくは０．
００５～５質量％である。腐食防止剤の例としては、置換された、または置換されていな
いベンゾトリアゾールが挙げられる。
【００５１】
＜ポリビニルアセタール樹脂フィルムの製造方法＞
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムの製造方法は特に限定されない。前記樹脂、場合に
より所定量の可塑剤、および必要に応じて他の添加剤を配合し、これを均一に混練した後
、押出法、カレンダー法、プレス法、キャスティング法、インフレーション法等、公知の
製膜方法によりシート（フィルム）を作製し、これをポリビニルアセタール樹脂フィルム
とすることができる。
【００５２】
　公知の製膜方法の中でも特に押出機を用いてフィルムを製造する方法が好適に採用され
る。押出時の樹脂温度は１５０～２５０℃が好ましく、１７０～２３０℃がより好ましい
。樹脂温度が高くなりすぎるとポリビニルアセタール樹脂が分解を起こし、揮発性物質の
含有量が多くなる。一方で温度が低すぎる場合にも、揮発性物質の含有量は多くなる。揮
発性物質を効率的に除去するためには、押出機のベント口から減圧により、揮発性物質を
除去することが好ましい。
【００５３】
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムの、下記測定方法（１）により測定された
耐熱クリープ性を示す値（以下において、「耐熱クリープ性値（１）」と称する）は、好
ましくは１０ｍｍ以下、より好ましくは５ｍｍ以下、さらに好ましくは４ｍｍ以下、特に
好ましくは３ｍｍ以下である。
＜耐熱クリープ性値（１）の測定方法（１）＞
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　まず、ポリビニルアセタール樹脂フィルム、並びにアセタール化度６９～７１モル％か
つアセチル基としての酢酸ビニル単位の含有量１モル％以下のポリビニルブチラール樹脂
７２質量％およびトリエチレングリコール－ビス－（２－エチルヘキサノエート）２８質
量％を含有する厚さ０．７６ｍｍの１枚の可塑化ポリビニルブチラール樹脂層を、幅１０
０ｍｍおよび長さ２７０ｍｍの寸法にカットする。カットした試料を、図１に示すように
、長さ方向に３０ｍｍずらした幅１００ｍｍ、長さ３００ｍｍおよび厚さ３ｍｍのガラス
ＡおよびＢの間に収まるよう、ポリビニルアセタール樹脂フィルムと可塑化ポリビニルブ
チラール樹脂層とを重ねて下記「構成１」の順に配置し、真空ラミネーターを用いて１４
０℃で接合を行った後、オートクレーブを用いて１４０℃、１．２ＭＰａで３０分間処理
することにより、合わせガラスを作製する。
　［構成１］ガラスＡ（３ｍｍ厚）／ポリビニルアセタール樹脂フィルム／可塑化ポリビ
ニルブチラール樹脂層（０．７６ｍｍ厚）／ガラスＢ（３ｍｍ厚）
　続いて、図３に示すように、ガラスＢの、可塑化ポリビニルブチラール樹脂層との接合
面と反対側の面に１ｋｇの鉄板を接着剤で接着し、図４に示すように、長さ方向に３０ｍ
ｍ突出している部分を上にして、鉄板付き試料が水平面に対して８０～９０°となり、ガ
ラスＢの鉄板が接着された部分が試料上部または上面となるようにガラスＡを固定した状
態で、１００℃の恒温槽に１週間放置した後に、ガラスＢのずれた距離（ｍｍ）を測定し
、この値を耐熱クリープ性値（１）とする。鉄板付き試料の水平面に対する角度が８０～
９０°のいずれの角度であっても、同等の耐熱クリープ性値（１）が得られる。通常は、
前記角度を８５°にして、耐熱クリープ性値（１）を測定する。
【００５４】
　耐熱クリープ性値（１）が前記値以下であると、合わせガラス作製時に機能性層または
導電層の変形および破壊が抑制されやすく、得られる合わせガラスの高温下でのガラスの
ずれが抑制されやすい。
【００５５】
　また、本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムの、下記測定方法（２）により測定
された耐熱クリープ性を示す値（以下において、「耐熱クリープ性値（２）」と称する）
は、好ましくは１０ｍｍ以下、より好ましくは５ｍｍ以下、さらに好ましくは４ｍｍ以下
、特に好ましくは３ｍｍ以下である。
＜耐熱クリープ性値（２）の測定方法（２）＞
　まず、ポリビニルアセタール樹脂フィルム、並びにアセタール化度６９～７１モル％か
つアセチル基としての酢酸ビニル単位の含有量１モル％以下のポリビニルブチラール樹脂
７２質量％およびトリエチレングリコール－ビス－（２－エチルヘキサノエート）２８質
量％を含有する厚さ０．３８ｍｍの２枚の可塑化ポリビニルブチラール樹脂層を幅１００
ｍｍおよび長さ２７０ｍｍの寸法にカットする。カットした試料を、図２に示すように、
長さ方向に３０ｍｍずらした幅１００ｍｍ、長さ３００ｍｍおよび厚さ３ｍｍのガラスＡ
およびＢの間に収まるよう、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを２枚の可塑化ポリビニ
ルブチラール樹脂層で挟んだ状態で下記「構成２」の順に配置し、真空ラミネーターを用
いて１４０℃で接合を行った後、オートクレーブを用いて１４０℃、１．２ＭＰａで３０
分間処理することにより、合わせガラスを作製する。
　［構成２］ガラスＡ（３ｍｍ厚）／可塑化ポリビニルブチラール樹脂層（０．３８ｍｍ
厚）／ポリビニルアセタール樹脂フィルム／可塑化ポリビニルブチラール樹脂層（０．３
８ｍｍ厚）／ガラスＢ（３ｍｍ厚）
　続いて、図３に示すように、ガラスＢの、可塑化ポリビニルブチラール樹脂層との接合
面と反対側の面に１ｋｇの鉄板を接着剤で接着し、図４に示すように、長さ方向に３０ｍ
ｍ突出している部分を上にして、鉄板付き試料が水平面に対して８０～９０°となり、ガ
ラスＢの鉄板が接着された部分が試料上部または上面となるようにガラスＡを固定した状
態で、１００℃の恒温槽に１週間放置した後に、ガラスＢのずれた距離（ｍｍ）を測定し
、この値を耐熱クリープ性値（２）とする。鉄板付き試料の水平面に対する角度が８０～
９０°のいずれの角度であっても、同等の耐熱クリープ性値（２）が得られる。通常は、
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前記角度を８５°にして、耐熱クリープ性値（２）を測定する。
【００５６】
　耐熱クリープ性値（２）が前記値以下であると、合わせガラス作製時に機能性層または
導電層の変形および破壊が抑制されやすく、得られる合わせガラスの高温下でのガラスの
ずれが抑制されやすい。
【００５７】
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムについて、少なくとも片面の凹凸の平均間
隔Ｓｍ値は５００μｍ以上である。Ｓｍ値が５００μｍより小さいと、導電層の線状導電
性材料をポリビニルアセタール樹脂フィルム表面に形成する際に線状導電性材料の剥がれ
または部分的細化が起こりにくく、積層時の断線または高抵抗部の形成等の欠陥が生じに
くいポリビニルアセタール樹脂フィルムを提供するという本発明の効果を得ることはでき
ない。Ｓｍ値は、好ましくは１０００μｍ以上、より好ましくは１３００μｍ以上、より
好ましくは１４５０μｍ以上、さらに好ましくは２０００μｍ以上、特に好ましくは３０
００μｍ以上である。Ｓｍ値が前記値以上であると、ポリビニルアセタール樹脂フィルム
と金属箔とを貼り合わせた際の微小な未接着部が減少しやすくなる。これにより、金属箔
のエッチング後の線状導電性材料のはがれに起因した断線が抑制されやすくなり、また、
金属箔のエッチング時に前記未接着部に回り込んだエッチング液が線状導電性材料の断面
積を部分的に小さくしてしまうことによる部分的高抵抗部位の形成または合わせガラス作
製時の断線が抑制されやすくなり、その結果、得られた合わせガラスにおいて線状導電性
材料に通電した際に均一な加熱が実現されやすい。Ｓｍ値は、表面粗さ計またはレーザー
顕微鏡を用いて、ＪＩＳ　Ｂ０６０１－１９９４に準拠して測定される。接触式の表面粗
さ計による測定が好ましい。
【００５８】
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムについて、少なくとも片面の十点平均粗さ
Ｒｚ値は、好ましくは２０μｍ以下、より好ましくは５μｍ以下、さらに好ましくは３μ
ｍ以下であり、特に好ましくは２μｍ以下である。Ｒｚ値が前記値以下であると、均一な
印刷、コートまたはラミネートが可能となり、ポリビニルアセタール樹脂フィルムとイン
クまたは金属箔との接合のむらが抑制されやすい。Ｒｚ値は、表面粗さ計またはレーザー
顕微鏡を用いて、ＪＩＳ　Ｂ０６０１－１９９４に準拠して測定される。接触式の表面粗
さ計による測定が好ましい。
【００５９】
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムについて、少なくとも片面の凹凸の平均間
隔Ｓｍ値と十点平均粗さＲｚ値との比率Ｓｍ／Ｒｚは、２００以上である。好ましくは３
００以上、より好ましくは５００以上、さらに好ましくは１０００以上であり、特に好ま
しくは１５００以上である。Ｓｍ／Ｒｚが前記値以上であると、ポリビニルアセタール樹
脂フィルムとインクまたは金属箔との間の微小な未接着領域が低減しやすくなる。これに
より、例えば、先に述べたように、断線が抑制されやすくなり、また、部分的高抵抗部位
の形成が抑制されやすくなる。
【００６０】
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムの凹凸の平均間隔Ｓｍ値を前記値以上に、
また十点平均粗さＲｚ値を前記値以下に調整する方法としては、溶融押出法、または溶媒
キャスト法等を採用できる。また、溶融押出法では、Ｔダイを用いる方法、またはインフ
レーション成形する方法等を使用できる。鏡面金属冷却ロールなどに代表される平滑な（
鏡面）冷却ロールまたは目的のＳｍ値またはＲｚ値に対応したエンボスロールを用いて、
Ｔダイから押出した溶融物を製膜することが好ましい。また、所望のＳｍ値、Ｒｚ値また
はＳｍ／Ｒｚを有するポリビニルアセタール樹脂フィルムが得られやすい観点から、製膜
時のロール対の少なくとも一方に、弾性ロールを用いることが好ましく、金属弾性ロール
を用いることがより好ましい。また、同様の観点から、冷却ロールから剥離する際のポリ
ビニルアセタール樹脂フィルムの温度は、ポリビニルアセタール樹脂フィルムに含まれる
ポリビニルアセタール樹脂のガラス転移温度より、好ましくは５℃以上、より好ましくは
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１０℃以上、さらに好ましくは１５℃以上、特に好ましくは２０℃以上低いことが好まし
い。冷却ロールから剥離する際のポリビニルアセタール樹脂フィルムの温度と上記ガラス
転移温度とが上記関係を満たすと、冷却ロールからの剥離時のポリビニルアセタール樹脂
フィルムの粘着性に起因する表面荒れ、またはフィルムの収縮等に起因する厚さむらが低
減されやすい。なお、ポリビニルアセタール樹脂フィルムに含まれるポリビニルアセター
ル樹脂が異なる２つ以上のポリビニルアセタール樹脂である場合、少なくとも１つのポリ
ビニルアセタール樹脂のガラス転移温度と、冷却ロールからの剥離点のポリビニルアセタ
ール樹脂フィルムの温度とが上記関係を満たすことが好ましい。
【００６１】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムは、多成分による層分離構造を有していても良いが
、層分離構造は島成分の平均粒径が１００ｎｍ未満であることが好ましく、８０ｎｍ未満
であることがより好ましく、海島の層分離構造を示さないことが特に好ましい。海島の層
分離構造を示さないか、十分に細かい粒径を示すことにより、車のフロントガラスなどに
も使用可能な透明性を確保できる。
【００６２】
＜機能性層＞
　一態様において、本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムは、少なくとも片面に機
能性層を有する。機能性層は、合わせガラスに特定の機能を付与する層である。
　機能性層は１層または複数層であってよい。
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムが複数の機能性層を有する場合、それぞれの機能性
層の種類は同じであってもよいし、異なっていてもよい。
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムの機能性層を有する面において、ポリビニルアセタ
ール樹脂フィルムは、その面の全面に機能性層を有してもよいし、その面の一部に機能性
層を有してもよい。後述するような可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を積層して合わせ
ガラスを作製する態様では、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層中の可塑剤がポリビニル
アセタール樹脂フィルムに移行できるよう、ポリビニルアセタール樹脂フィルムがその面
の一部に機能性層を有することが好ましい。ただし、機能性層が可塑化ポリビニルアセタ
ール樹脂層からポリビニルアセタール樹脂フィルムへの可塑剤の移行を阻害しない場合は
、その限りでない。
【００６３】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムは、機能性層との接合面について、機能性層との良
好な接合が得られやすい観点から、先に記載したＳｍ値、Ｒｚ値またはＳｍ／Ｒｚを有す
ることが好ましい。機能性層が導電層である場合は、導電層と接合するポリビニルアセタ
ール樹脂フィルムの面のＳｍ値が５００μｍ以上であり、凹凸の平均間隔Ｓｍ値と十点平
均粗さＲｚ値との比率Ｓｍ／Ｒｚが２００以上であることにより、合わせガラスを作製す
るための積層の際に断線または高抵抗部の形成等が生じにくくなる。
【００６４】
　機能性層は、好ましくは、導電層、赤外線反射層または紫外線反射層のような特定波長
電磁波反射層、色補正層、赤外線吸収層、紫外線吸収層、蛍光・発光層、遮音層、エレク
トロクロミック層、フォトクロミック層、サーモクロミック層、意匠性層および高弾性率
層からなる群から選択される１つ以上である。
【００６５】
　一態様において、機能性層は、好ましくは導電層である。
【００６６】
　導電層の厚さは、電気抵抗および製造の容易性等の観点から、好ましくは１～３０μｍ
、より好ましくは２～１５μｍ、特に好ましくは３～１０μｍである。導電層の厚さは、
厚さ計またはレーザー顕微鏡等を用いて測定される。
【００６７】
　導電層は、電気抵抗、発熱性能、電磁波吸収性および光学特性等の観点から、好ましく
は、線状、格子状または網状の形状を有する。ここで、線状の例としては、直線状、波線
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状およびジグザグ状等が挙げられる。１つの導電層において、形状は単一であってもよい
し、複数の形状が混在していてもよい。
【００６８】
　ある態様、例えば印刷法により導電層を形成し、例えば前方視認性の確保が重要でない
領域で合わせガラスを部分的に加熱したり、センサーまたはアンテナとして使用したりす
る態様では、導電層は、充分な発熱量の確保および製造容易性の観点から、線幅０．０１
～５ｍｍの複数の線状導電性材料で構成されていることが好ましい。即ち、前記した線状
、格子状または網状の形状を構成する線状導電性材料の線幅は、好ましくは０．０１～５
ｍｍである。前記線幅は、より好ましくは０．０２～２ｍｍ、特に好ましくは０．０３～
１ｍｍである。
【００６９】
　別の態様、例えば合わせガラスを全面的に加熱する態様では、導電層は、充分な発熱量
および良好な前方視認性の両方を確保しやすい観点から、線幅１～３０μｍの複数の線状
導電性材料で構成されていることが好ましい。即ち、前記した線状、格子状または網状の
形状を構成する線状導電性材料の線幅は、好ましくは１～３０μｍである。前記線幅は、
より好ましくは２～１５μｍ、特に好ましくは３～１２μｍである。
【００７０】
　導電層を形成する導電性材料は、電気抵抗または発熱量の確保の容易性、および製造容
易性の観点から、好ましくは銀または銅を含んでなり、より好ましくは銀または銅からな
る。
【００７１】
　導電層が金属箔に基づく態様では、導電層の片面または両面は、好ましくは低反射率処
理されている。
　本発明において「低反射率処理されている」とは、ＪＩＳ　Ｒ　３１０６に準じて測定
された可視光反射率が３０％以下となるよう処理されていることを意味する。前方視認性
の観点からは、可視光反射率が１０％以下となるよう処理されていることがより好ましい
。可視光反射率が前記上限値以下であると、後述するように導電層を有するポリビニルア
セタール樹脂フィルムと可塑化ポリビニルアセタール樹脂層とを積層して乗物用ガラスを
作製した際に、所望の可視光反射率が得られやすい。
【００７２】
　低反射率処理の方法としては、例えば、黒化処理（暗色化処理）、褐色化処理およびめ
っき処理等が挙げられる。工程通過性の観点から、低反射率処理は黒化処理であることが
好ましい。従って、良好な前方視認性の観点から、可視光反射率が１０％以下となるよう
、導電層の片面または両面が黒化処理されていることが特に好ましい。黒化処理は、具体
的には、アルカリ系黒化液等を用いて行われる。
【００７３】
＜機能性層をポリビニルアセタール樹脂フィルムに付与する方法＞
　機能性層をポリビニルアセタール樹脂フィルムに付与する方法は特に限定されない。例
えば、ポリビニルアセタール樹脂フィルムの少なくとも片面に、機能性層を構成する材料
をコート、印刷またはラミネートする方法が挙げられる。
【００７４】
　前記材料をコート、印刷またはラミネートする方法は特に限定されない。
　前記材料をコートする方法としては、例えば、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構
成する樹脂組成物の溶融物を機能性層にコートする方法（例えば、機能性層上に前記樹脂
組成物を溶融押出する方法、若しくは機能性層上に前記樹脂組成物をナイフ塗布等により
塗布する方法）；ポリビニルアセタール樹脂フィルムに蒸着、スパッタリングまたは電気
蒸着により機能性層を付与する方法；機能性層が樹脂組成物からなる場合に、ポリビニル
アセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物と機能性層を構成する樹脂組成物とを同時
に押出する方法；または機能性層を構成する樹脂組成物の溶液中にポリビニルアセタール
樹脂フィルムをディップする方法；が挙げられる。
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　前記材料を印刷する方法としては、例えば、スクリーン印刷、フレキソ印刷、またはグ
ラビア印刷が挙げられる。上記印刷する方法では、機能性層を有するポリビニルアセター
ル樹脂フィルムを後続工程において積層する前に、乾燥するかまたは熱若しくは光により
硬化するインクが使用される。
　前記材料をラミネートする方法としては、例えば、機能性層とポリビニルアセタール樹
脂フィルムとを重ねて熱圧着させる方法；溶媒、若しくはポリビニルアセタール樹脂フィ
ルムに含まれる樹脂および溶媒を含む樹脂組成物の溶液を、機能性層およびポリビニルア
セタール樹脂フィルムの一方若しくは両方に塗布するか、または機能性層とポリビニルア
セタール樹脂フィルムとの間に注入し、機能性層とポリビニルアセタール樹脂フィルムと
を接合させる方法；または接着剤で機能性層とポリビニルアセタール樹脂フィルムとを接
合させる方法；が挙げられる。接着剤を使用して接合する方法において使用される接着剤
は、当技術分野において一般的に使用されている接着剤を使用してよく、その例としては
、アクリレート系接着剤、ウレタン系接着剤、エポキシ系接着剤およびホットメルト接着
剤が挙げられる。光学的に優れた特性が求められる態様では、接着剤に由来するヘイズが
生じない観点から、接着剤を使用せずに機能性層とポリビニルアセタール樹脂フィルムと
を接合する方法が好ましい。
【００７５】
　機能性層が導電層である態様では、印刷法において使用されるインクは導電性粒子およ
び／または導電性繊維を含む。導電性粒子または導電性繊維は特に限定されない。例えば
金属粒子（ナノワイヤー状のものを含む）（例えば金、銀、銅、亜鉛、鉄若しくはアルミ
ニウムの粒子）；金属で被覆された粒子若しくは繊維（例えば銀めっきされたガラス繊維
若しくはガラス小球）；または導電性カーボンブラック、カーボンナノチューブ、グラフ
ァイト若しくはグラフェンの粒子若しくは繊維；等が挙げられる。さらに、導電性粒子は
、導電性金属酸化物の粒子等の半導体の粒子、例えばインジウムドープ酸化スズ、インジ
ウムドープ酸化亜鉛またはアンチモンドープ酸化スズの粒子であってよい。前記インクは
、導電性の観点から、銀粒子、銅粒子および／またはカーボンナノチューブを含むことが
好ましく、銀粒子または銅粒子を含むことがより好ましい。
【００７６】
　導電層が金属箔に基づく態様では、金属箔とポリビニルアセタール樹脂フィルムとを接
合させる工程は、例えば下記方法（Ｉ）～（ＩＩＩ）により実施される。
（Ｉ）ポリビニルアセタール樹脂フィルムと金属箔とを重ねて熱圧着させる方法、
（ＩＩ）金属箔上にポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物の溶融物を
被覆して接合する方法、例えば、金属箔上に前記樹脂組成物を溶融押出する方法、若しく
は金属箔上に前記樹脂組成物をナイフ塗布等により塗布する方法、または
（ＩＩＩ）溶媒、若しくはポリビニルアセタール樹脂フィルムに含まれる樹脂および溶媒
を含む樹脂組成物の溶液または分散液を、金属箔およびポリビニルアセタール樹脂フィル
ムの一方若しくは両方に塗布するか、または金属箔とポリビニルアセタール樹脂フィルム
との間に注入し、金属箔とポリビニルアセタール樹脂フィルムとを接合させる方法。
【００７７】
　上記方法（Ｉ）における熱圧着時の接合温度は、ポリビニルアセタール樹脂フィルムに
含まれる樹脂の種類に依存するが、通常は９０～１７０℃、好ましくは１００～１６０℃
、より好ましくは１１０～１５５℃、さらに好ましくは１１０～１５０℃である。接合温
度が上記範囲内であると、良好な接合強度が得られやすい。
　上記方法（ＩＩ）における押出時の樹脂温度は、ポリビニルアセタール樹脂フィルム中
の揮発性物質の含有量を低下させる観点から、１５０～２５０℃が好ましく、１７０～２
３０℃がより好ましい。また、揮発性物質を効率的に除去するためには、押出機のベント
口から、減圧により揮発性物質を除去することが好ましい。
　上記方法（ＩＩＩ）における溶媒としては、ポリビニルアセタール樹脂に通常使用され
る可塑剤を使用することが好ましい。そのような可塑剤としては、先の＜可塑剤＞の段落
に記載されているものが使用される。
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【００７８】
　得られた金属箔付ポリビニルアセタール樹脂フィルムから導電層の所望の形状を形成す
る工程は、公知のフォトリソグラフィの手法を用いて実施される。前記工程は、例えば後
の実施例に記載のとおり、まず、金属箔付ポリビニルアセタール樹脂フィルムの金属箔上
にドライフィルムレジストをラミネートした後、フォトリソグラフィの手法を用いてエッ
チング抵抗パターンを形成し、次いで、エッチング抵抗パターンが付与されたポリビニル
アセタール樹脂フィルムを銅エッチング液に浸漬して導電層の形状を形成した後、公知の
方法により残存するフォトレジスト層を除去することによって実施される。
【００７９】
＜積層体＞
　本発明はまた、複数の透明基材の間に、前記した機能性層を有するポリビニルアセター
ル樹脂フィルムを有する積層体に関する。
【００８０】
　機能性層が導電層である態様では、前記積層体における導電層の各線状導電性材料は、
バスバーと接続されている。バスバーとしては、当技術分野において通常使用されている
バスバーが使用され、その例としては、銅、アルミニウムおよび銀からなる金属箔または
金属板、或いはこれらの金属を含むインクの硬化物等であることが好ましく、導電性粘着
層を有するこれらの金属箔テープ等も好ましい。また、導電層が金属箔に基づく場合は、
導電層の形状を形成する際同時に、金属箔の一部をバスバーとして残すことによりバスバ
ーを形成してもよい。また、導電層を印刷法により形成する場合は、導電層の形状を印刷
する際同時に、バスバーを印刷することによりバスバーを形成してもよい。バスバーには
それぞれ給電線が接続され、各給電線が電源に接続されることから、電流が導電層に供給
される。
【００８１】
　前記透明基材は、透明性、耐候性および力学的強度の観点から、好ましくは無機ガラス
（本明細書においては、単に「ガラス」と称することもある）、またはメタクリル樹脂シ
ート、ポリカーボネート樹脂シート、ポリスチレン系樹脂シート、ポリエステル系樹脂シ
ート、若しくはポリシクロオレフィン系樹脂シート等の有機ガラスであり、より好ましく
は無機ガラス、メタクリル樹脂シートまたはポリカーボネート樹脂シートであり、特に好
ましくは無機ガラスである。無機ガラスとしては、特に制限されないが、フロートガラス
、強化ガラス、半強化ガラス、化学強化ガラス、グリーンガラスまたは石英ガラス等が挙
げられる。
【００８２】
　積層体が機能性層として導電層を有する場合、導電層は、透明基材と接していてもよい
し、後述の可塑化ポリビニルアセタール樹脂層と接していてもよいし、または別の機能性
層と接していてもよい。
　透明基材がガラスである場合は、導電層がガラスと直接接していると、バスバーおよび
／または導電層の封止が不充分となって水分が侵入してバスバーおよび／または導電層の
腐食を招いたり、或いは積層体製造時に空気が残存して気泡残存や剥がれの原因を招いた
りする虞があるため、導電層がガラスと直接接しないことが好ましい。
　また、特に乗物用ガラス、とりわけ乗物用フロントガラスにおいて、本発明のポリビニ
ルアセタール樹脂フィルムを使用する場合は、前方視認性の観点から、導電層の低反射率
処理されている面が乗車人物側にくるよう、導電層を配置することが好ましい。
【００８３】
　また、積層体が機能性層として導電層を有する場合、積層体端部から水分が侵入して導
電層の腐食を招く虞があるため、導電層は、積層体の端部より１ｃｍ以上内側に配置され
ていることが好ましい。
【００８４】
＜可塑化ポリビニルアセタール樹脂層＞
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムは単独で用いることもできるが、可塑化ポ
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リビニルアセタール樹脂層と併用して用いることがより好ましい。
　本発明はまた、複数の透明基材の間に、前記した機能性層を有するポリビニルアセター
ル樹脂フィルム、および可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を有する積層体に関する。合
わせガラスの耐貫通性の観点から、複数の透明基材の間に、前記した機能性層を有するポ
リビニルアセタール樹脂フィルムに加えて、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層が１層以
上配置されていることが好ましい。即ち、好ましい一態様において、本発明の積層体は、
複数の透明基材の間に、機能性層または導電層を有するポリビニルアセタール樹脂フィル
ム、および可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を有する。その場合、可塑化ポリビニルア
セタール樹脂層は、本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムと直接接していることが
好ましく、本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムが有する機能性層または導電層と
直接接していることがより好ましい。
【００８５】
　可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、ポリビニルアセタール樹脂を含む。
【００８６】
　可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、１つのポリビニルアセタール樹脂を含むか、或
いは粘度平均重合度、アセタール化度、アセチル基量、水酸基量、エチレン含有量、アセ
タール化に用いられるアルデヒドの分子量、および鎖長のうちのいずれか１つ以上がそれ
ぞれ異なる２つ以上のポリビニルアセタール樹脂を含んでよい。
【００８７】
　前記ポリビニルアセタール樹脂は、例えば、先の＜ポリビニルアセタール樹脂フィルム
を構成するために使用される樹脂＞の段落において記載した方法と同様の方法によって製
造できる。
【００８８】
　可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を構成するために使用されるポリビニルアセタール
樹脂中のアセチル基量は、ポリビニルアセタール樹脂の製造原料であるポリビニルアルコ
ール樹脂中の主鎖の炭素２個からなる単位（例えば、ビニルアルコール単位、酢酸ビニル
単位、エチレン単位など）を一繰返し単位とし、その一繰返し単位を基準として、酢酸ビ
ニル単位が、好ましくは０．１～２０モル％、より好ましくは０．５～３モル％または５
～８モル％である。原料のポリビニルアルコール系樹脂のケン化度を適宜調整することに
より、アセチル基量は前記範囲内に調整できる。可塑化ポリビニルアセタール樹脂層が、
アセチル基量が前記範囲内であるポリビニルアセタール樹脂を含むと、可塑剤との相溶性
に優れた可塑化ポリビニルアセタール樹脂層が得られやすい。可塑化ポリビニルアセター
ル樹脂層が異なる２つ以上のポリビニルアセタール樹脂を含む場合、少なくとも１つのポ
リビニルアセタール樹脂のアセチル基量が、上記範囲内であることが好ましい。
【００８９】
　前記ポリビニルアセタール樹脂のアセタール化度は特に限定されない。アセタール化度
は、好ましくは４０～８６モル％、より好ましくは４５～８４モル％、より好ましくは５
０～８２モル％、さらに好ましくは６０～８２モル％、特に好ましくは６８～８２モル％
である。ポリビニルアルコール系樹脂をアセタール化する際のアルデヒドの使用量を適宜
調整することにより、ポリビニルアセタール樹脂のアセタール化度は前記範囲内に調整で
きる。アセタール化度が前記範囲内であると、合わせガラスにしたときの耐貫通性または
ガラスとの接合性に優れた可塑化ポリビニルアセタール樹脂層が得られやすい。可塑化ポ
リビニルアセタール樹脂層が異なる２つ以上のポリビニルアセタール樹脂を含む場合、少
なくとも１つのポリビニルアセタール樹脂のアセタール化度が、上記範囲内であることが
好ましい。
【００９０】
　前記ポリビニルアセタール樹脂の水酸基量は、ビニルアルコール単位の質量として、好
ましくは６～２６質量％、より好ましくは１２～２４質量％、より好ましくは１５～２２
質量％、特に好ましくは１８～２１質量％である。水酸基量が前記範囲内であると、耐貫
通性、接合性、または遮音性に優れた合わせガラスが得られやすい。一方で、さらに遮音
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性能を合わせて付与するために好ましい範囲は６～２０質量％、より好ましくは８～１８
質量％、さらに好ましくは１０～１５質量％、特に好ましくは１１～１３質量％である。
ポリビニルアルコール系樹脂をアセタール化する際のアルデヒドの使用量を調整すること
により、水酸基量は前記範囲内に調整できる。可塑化ポリビニルアセタール樹脂層が異な
る２つ以上のポリビニルアセタール樹脂を含む場合、少なくとも１つのポリビニルアセタ
ール樹脂の水酸基量が、上記範囲内であることが好ましい。
【００９１】
　ポリビニルアセタール樹脂は、ＪＩＳ　Ｋ　６７２８「ポリビニルブチラール試験方法
」または核磁気共鳴法（ＮＭＲ）によって測定される。
【００９２】
　可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、良好な製膜性およびラミネート適性が得られや
すい観点、並びに可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を含む乗物用ガラスにおいて衝突時
の頭部衝撃が軽減されやすい観点から、未架橋のポリビニルアセタールを含むことが好ま
しい。可塑化ポリビニルアセタール樹脂層が、架橋されたポリビニルアセタールを含むこ
とも可能である。ポリビニルアセタールを架橋するための方法は、先の＜ポリビニルアセ
タール樹脂フィルムを構成するために使用される樹脂＞の段落に例示されている。
【００９３】
　可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、前記ポリビニルアセタール樹脂に加えて、可塑
剤を含有する。可塑剤の含有量は、層の積層前の初期状態では、可塑化ポリビニルアセタ
ール樹脂層を構成する樹脂組成物の総質量に基づいて、好ましくは１６．０質量％以上、
より好ましくは１６．１～３６．０質量％、さらに好ましくは２２．０～３２．０質量％
、特に好ましくは２６．０～３０．０質量％である。前記可塑剤含有量が前記範囲内であ
ると、耐衝撃性に優れた合わせガラスが得られやすい。また、可塑化ポリビニルアセター
ル樹脂層として、遮音機能を有する可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を用いることもで
きる。その場合、可塑剤の含有量が、層の積層前の初期状態で、可塑化ポリビニルアセタ
ール樹脂層を構成する樹脂組成物の総質量に基づいて、好ましくは３０質量％以上、より
好ましくは３０～５０質量％、さらに好ましくは３１～４０質量％、特に好ましくは３２
～３５質量％である層を少なくとも１層用いることができる。
　可塑剤としては、先の＜可塑剤＞の段落において記載した可塑剤を使用してよい。
【００９４】
　可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、必要に応じて、先の＜添加剤＞の段落において
記載した添加剤を含有してよい。
【００９５】
　可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、くさび形の厚さプロファイルを有していてもよ
い。これにより、本発明の積層体は、ポリビニルアセタール樹脂フィルムの厚さプロファ
イルが平行平面である場合でも、くさび形の厚さプロファイルを有することができ、自動
車フロントガラスにおいてヘッドアップディスプレイ（ＨＵＤ）に使用できる。
【００９６】
　可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、カラーシェードを有するかまたは有していない
、かつくさび形の厚さプロファイルを有するかまたは有していない、市販の可塑化ポリビ
ニルブチラールシートであってもよい。同様に、赤外線遮蔽のために可塑化ポリビニルア
セタール樹脂層中に分散された赤外線吸収能または反射能を持つナノ粒子を有する可塑化
ポリビニルアセタール樹脂層、または着色された可塑化ポリビニルアセタール樹脂層が使
用されてもよい。当然、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は遮音機能を有するシートで
あってもよいため、ポリビニルアセタール樹脂フィルムとの組み合わせによって、改善さ
れた遮音特性が得られる。当然、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、先に記載した機
能の複数をそれ自体において統合することもできる。
【００９７】
＜可塑化ポリビニルアセタール樹脂層の製造方法＞
　可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、先の＜ポリビニルアセタール樹脂フィルムの製
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造方法＞の段落において記載した方法により製造してよい。
【００９８】
　本発明の積層体において、前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成
物中のポリビニルアセタール樹脂の水酸基量と、前記可塑化ポリビニルアセタール樹脂層
を構成する樹脂組成物中のポリビニルアセタール樹脂の水酸基量との差は、ビニルアルコ
ール単位の質量の差として好ましくは４質量％以下、より好ましくは２質量％以下、特に
好ましくは１質量％以下である。ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成
物中のポリビニルアセタール樹脂および／または可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を構
成する樹脂組成物中のポリビニルアセタール樹脂が複数の樹脂の混合物からなる場合、ポ
リビニルアセタール樹脂フィルムに含まれる少なくとも１つのポリビニルアセタール樹脂
の水酸基量と、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層に含まれる少なくとも１つのポリビニ
ルアセタール樹脂の水酸基量との差が前記上限値以下であることが好ましい。前記差が前
記上限値以下であると、積層体において可塑剤が移行した後の平衡状態においてポリビニ
ルアセタール樹脂フィルムと可塑化ポリビニルアセタール樹脂層との屈折率差が小さくな
ることから、互いに寸法が異なる可塑化ポリビニルアセタール樹脂層とポリビニルアセタ
ール樹脂フィルムを使用した場合にその境界が視認しにくいため好ましい。
　一方、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセタ
ール樹脂の水酸基量を、前記可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を構成する樹脂組成物中
のポリビニルアセタール樹脂の水酸基量よりも低くすることで、積層体において可塑剤が
移行した後の平衡状態におけるポリビニルアセタール樹脂フィルム中の平均可塑剤量を３
０質量％以上とすることも好ましい態様の１つである。その場合、前記ポリビニルアセタ
ール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物中のポリビニルアセタール樹脂の水酸基量は、前
記可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を構成する樹脂組成物中のポリビニルアセタール樹
脂の水酸基量よりも、好ましくは５質量％以上、より好ましくは８質量％以上低い。前記
水酸基量の差が前記下限値以上であると、平衡状態でのポリビニルアセタール樹脂フィル
ムの可塑剤量を充分に高くすることができ、遮音機能が付与された合わせガラスが得られ
やすいため好ましい。
【００９９】
　本発明における積層体は、下記層構成を有することができるが、これらに限定されない
。
（１）透明基材Ａ／ポリビニルアセタール樹脂フィルム／機能性層Ａ／透明基材Ｂの４層
構成、
（２）透明基材Ａ／ポリビニルアセタール樹脂フィルム／機能性層Ａ／機能性層Ｂ／透明
基材Ｂの５層構成
（３）透明基材Ａ／機能性層Ｂ／ポリビニルアセタール樹脂フィルム／機能性層Ａ／透明
基材Ｂの５層構成、
（４）透明基材Ａ／ポリビニルアセタール樹脂フィルム／機能性層Ａ／可塑化ポリビニル
アセタール樹脂層／透明基材Ｂの５層構成、
（５）透明基材Ａ／可塑化ポリビニルアセタール樹脂層／ポリビニルアセタール樹脂フィ
ルム／機能性層Ａ／透明基材Ｂの５層構成、
（６）透明基材Ａ／可塑化ポリビニルアセタール樹脂層／ポリビニルアセタール樹脂フィ
ルム／機能性層Ａ／可塑化ポリビニルアセタール樹脂層／透明基材Ｂの６層構成、
（７）透明基材Ａ／機能性層Ｂ／ポリビニルアセタール樹脂フィルム／機能性層Ａ／可塑
化ポリビニルアセタール樹脂層／透明基材Ｂの６層構成、
（８）透明基材Ａ／ポリビニルアセタール樹脂フィルム／機能性層Ａ／機能性層Ｂ／可塑
化ポリビニルアセタール樹脂層／透明基材Ｂの６層構成、
（９）透明基材Ａ／ポリビニルアセタール樹脂フィルム／機能性層Ａ／可塑化ポリビニル
アセタール樹脂層／機能性層Ｂ／透明基材Ｂの６層構成、
（１０）透明基材Ａ／機能性層Ｂ／可塑化ポリビニルアセタール樹脂層／ポリビニルアセ
タール樹脂フィルム／機能性層Ａ／透明基材Ｂの６層構成、
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（１１）透明基材Ａ／可塑化ポリビニルアセタール樹脂層／ポリビニルアセタール樹脂フ
ィルム／機能性層Ａ／機能性層Ｂ／可塑化ポリビニルアセタール樹脂層／透明基材Ｂの７
層構成、
（１２）透明基材Ａ／機能性層Ｂ／可塑化ポリビニルアセタール樹脂層／ポリビニルアセ
タール樹脂フィルム／機能性層Ａ／可塑化ポリビニルアセタール樹脂層／透明基材Ｂの７
層構成、
（１３）透明基材Ａ／可塑化ポリビニルアセタール樹脂層／機能性層Ｂ／ポリビニルアセ
タール樹脂フィルム／機能性層Ａ／可塑化ポリビニルアセタール樹脂層／透明基材Ｂの７
層構成。
【０１００】
　主に乗物の外側の透明基材を加熱すること、例えば透明基材に積もった雪を溶かすこと
が要求される場合、乗物の外側の透明基材にポリビニルアセタール樹脂フィルムが接し、
導電層が存在すること、例えば前記層構成（４）において透明基材Ａが外側透明基材で透
明基材Ｂが内側透明基材であって、機能性層Ａが導電層である構成を有することが好まし
い。
　主に乗物の内側の透明基材を加熱すること、例えば乗物内の曇りを除去することが要求
される場合、乗物の内側の透明基材にポリビニルアセタール樹脂フィルムが接し、導電層
が存在すること、例えば前記層構成（４）において透明基材Ａが内側透明基材で透明基材
Ｂが外側透明基材であって、機能性層Ａが導電層である構成を有することが好ましい。
【０１０１】
＜積層体の製造方法＞
　積層体は、当業者に公知の方法で製造できる。例えば、透明基材の上に機能性層を有す
るポリビニルアセタール樹脂フィルムおよび積層する場合は可塑化ポリビニルアセタール
樹脂層を任意の順で任意の枚数重ねて配置し、さらにもう一つの透明基材を重ねたものを
、予備圧着工程として温度を高めることによってポリビニルアセタール樹脂フィルムおよ
び積層する場合は可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を透明基材に全面または局所的に融
着させ、次いでオートクレーブで処理することで、積層体を製造できる。
【０１０２】
　また、機能性層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルム、並びに積層する場合は可
塑化ポリビニルアセタール樹脂層および／または別の機能性層をあらかじめ接合させた上
で２つの透明基材の間に配置して高温で互いに融着させることにより、積層体を製造して
もよい。
【０１０３】
　上記予備圧着工程としては、過剰の空気を除去したり隣接する層同士の軽い接合を実施
したりする観点から、バキュームバッグ、バキュームリング、または真空ラミネーター等
の方法により減圧下に脱気する方法、ニップロールを用いて脱気する方法、および高温下
に圧縮成形する方法等が挙げられる。
【０１０４】
　例えばＥＰ　１２３５６８３　Ｂ１に記載のバキュームバッグ法またはバキュームリン
グ法により、例えば約２×１０4Ｐａおよび１３０～１４５℃で実施される。
【０１０５】
　真空ラミネーターは、加熱可能かつ真空可能なチャンバーからなり、このチャンバーに
おいて、約２０分～約６０分の時間内に積層体が形成される。通常は１Ｐａ～３×１０4

Ｐａの減圧および１００℃～２００℃、特に１３０℃～１６０℃の温度が有効である。真
空ラミネーターを用いる場合、温度および圧力に応じて、オートクレーブでの処理を行わ
なくてもよい。
【０１０６】
　オートクレーブでの処理は、例えば約１×１０6Ｐａ～約１．５×１０6Ｐａの圧力およ
び約１００℃～約１４５℃の温度で２０分から２時間程度実施される。
【０１０７】
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　最も簡単な層構成の場合、積層体を製造するために、ポリビニルアセタール樹脂フィル
ムおよび機能性層、またはあらかじめ機能性層を付与したポリビニルアセタール樹脂フィ
ルムを第１の透明基材の上に配置し、積層する場合は可塑化ポリビニルアセタール樹脂層
を同時にまたは続いて配置し、この上に第２の透明基材を配置して複合材料を作製する。
ここで、ポリビニルアセタール樹脂フィルムと可塑化ポリビニルアセタール樹脂層の順を
逆にしてもよい。次に、この複合材料を前記予備圧着工程に供する。任意に、脱気の工程
を含んでいてもよい。
【０１０８】
　最後に、前記複合材料は、必要に応じてオートクレーブプロセスに供される。
【０１０９】
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムを第１の透明基材に配置して、第２の透明基材を置
く前に、ポリビニルアセタール樹脂フィルムおよび積層する場合の可塑化ポリビニルアセ
タール樹脂層を配置する方法は特に限定されず、種々の方法が適用される。例えば、ポリ
ビニルアセタール樹脂フィルムおよび可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、相応の幅の
ロールから供給し、目的の大きさに切断することで配置してもよいし、あらかじめ目的の
大きさに切断しておいたフィルムを配置してもよい。たとえば、積層体が自動車フロント
ガラスの場合、ロールから供給された可塑化ポリビニルアセタール樹脂層を加熱・延伸、
切断し、扇型に加工したものを用いてもよい。
【０１１０】
　自動車分野では、特にフロントガラスを製造する際、ガラスの上部がいわゆるカラーシ
ェード領域を有するよう製造する場合もある。そのため、ポリビニルアセタール樹脂フィ
ルムおよび／または積層する場合の可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、相応に着色さ
れたポリマー溶融物と一緒に押出されるか、またはポリビニルアセタール樹脂フィルムお
よび可塑化ポリビニルアセタール樹脂層のうちの少なくとも１つが部分的に異なる着色を
有していてよい。本発明において、このような着色は、ポリビニルアセタール樹脂フィル
ムおよび可塑化ポリビニルアセタール樹脂層のうちの少なくとも１つを完全にまたは部分
的に着色することによって、実施してよい。
【０１１１】
　従って、本発明では、積層する場合の可塑化ポリビニルアセタール樹脂層は、特に既に
先行するプロセス工程において、フロントガラスの形状に適合されたカラーグラデーショ
ンを有してよい。
【０１１２】
　ガラスの一部、例えば乗物におけるガラスの上部がカラーシェード領域を有する場合、
またはガラスの周縁部に濃色ペイントが施されている場合、より良好な前方視認性が得ら
れやすい観点からは、導電層を構成する線状導電性材料、および線状導電性材料に接続さ
れているバスバー等がカラーシェード領域内、または濃色ペイント領域内に存在すること
が好ましい。
【０１１３】
　本発明の積層体は、建物または乗物における合わせガラスとして使用される。従って、
本発明はまた、前記積層体からなる乗物用ガラスに関する。乗物用ガラスとは、汽車、電
車、自動車、船舶または航空機といった乗物のための、フロントガラス、リアガラス、ル
ーフガラスまたはサイドガラス等を意味する。
【０１１４】
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルム、および機能性層として少なくとも一面が
低反射率処理（例えば黒化処理）された導電層を用いて作製された合わせガラスに対し、
低反射率処理面（例えば黒化処理面）側から光を照射した場合のヘイズは、通常２．０以
下であり、好ましくは１．８以下であり、より好ましくは１．５以下である。上記合わせ
ガラスの金属光沢面側から光を照射した場合のヘイズは、通常３．０以下であり、好まし
くは２．８以下であり、より好ましくは２．５以下である。
　前記ヘイズは、例えばＪＩＳ　Ｒ　３１０６に準じて測定される。本発明のポリビニル
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アセタール樹脂フィルムを用い、接着剤なしで金属箔を接合すること、および線状導電性
材料の線幅を細くすることにより、前記ヘイズは前記上限値以下に調整できる。
【０１１５】
　本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルム、および機能性層として少なくとも一面が
低反射率処理された導電層を用いて合わせガラスを作製した場合、合わせガラスの低反射
率処理面側からは、導電層の線状導電性材料が視認されないことが好ましい。線状導電性
材料が視認されないことにより、特に乗物用フロントガラス等の良好な前方視認性が要求
される用途において、前記合わせガラスは好適に使用される。導電層の視認性は、官能的
に評価される。
【０１１６】
　可塑化ポリビニルアセタール樹脂層および透明基材と、それらより寸法の小さい本発明
のポリビニルアセタール樹脂フィルムとを用いて合わせガラスを作製した場合、ポリビニ
ルアセタール樹脂フィルムの端部は、目視で判別されないことが好ましい。ポリビニルア
セタール樹脂フィルムの端部が目視で判別されないことにより、特に乗物用フロントガラ
ス等の良好な前方視認性が要求される用途において、前記合わせガラスは好適に使用され
る。ポリビニルアセタール樹脂フィルム端部の視認性は、官能的に評価される。
【０１１７】
　合わせガラスにおいて可塑化ポリビニルアセタール樹脂層からポリビニルアセタール樹
脂フィルムへの可塑剤の移行が阻害されない場合、例えば本発明のポリビニルアセタール
樹脂フィルムと可塑化ポリビニルアセタール樹脂層とが全面的または部分的に隣接するよ
うに積層して合わせガラスを作製した場合、通常、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層に
含まれる可塑剤は、時間経過に伴ってポリビニルアセタール樹脂フィルムに移行し、可塑
化ポリビニルアセタール樹脂層に含まれる可塑剤量とポリビニルアセタール樹脂フィルム
に含まれる可塑剤量とは同程度となる。本発明において、この平均可塑剤量は、好ましく
は１８～３５質量％、より好ましくは２０～３０質量％、特に好ましくは２５～２９質量
％である。平均可塑剤量が前記範囲内であると、例えば衝突時の乗車人物の頭部への衝撃
が緩和される等、合わせガラスの所望の特性が得られやすい。平均可塑剤量は、後の実施
例に記載の方法によって計算される。可塑化ポリビニルアセタール樹脂層に含まれる可塑
剤の量、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層の厚さ、ポリビニルアセタール樹脂フィルム
に含まれる可塑剤の量、およびポリビニルアセタール樹脂フィルムの厚さを調整すること
により、平均可塑剤量は前記範囲内に調整できる。
【０１１８】
　本発明における導電層を含む合わせガラスの可視光反射率と、導電層を含まないこと以
外は本発明における合わせガラスに相当する合わせガラスの可視光反射率との差は小さい
ことが好ましい。前記差が小さいと、特に乗物用フロントガラス等の良好な前方視認性が
要求される用途において、本発明における導電層を含む合わせガラスは好適に使用される
。合わせガラスの可視光反射率は、ＪＩＳ　Ｒ　３１０６に準じて測定される。導電層の
低反射率処理面が乗車人物側または観察者側に配置されるよう合わせガラスを構成するこ
と、または線状導電性材料の線幅を細くすることにより、前記差は小さくできる。
【実施例】
【０１１９】
　以下、実施例により本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はかかる実施例により何
ら限定されない。
【０１２０】
［参考例１］
　ポリビニルブチラール樹脂１（以下、「樹脂１」と称する）およびポリビニルブチラー
ル樹脂２（以下、「樹脂２」と称する）を、７５：２５の質量比でブレンドし、溶融混練
してストランド状に押出し、ペレット化した。得られたペレットを単軸押出機とＴダイを
用いて溶融押出し、金属弾性ロールを用いて表面が平滑な厚さ５０μｍのポリビニルアセ
タール樹脂フィルムｃを得た。
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【０１２１】
＜ポリビニルアセタール樹脂フィルムの製膜性の評価＞
　前記ペレットを単軸押出機で溶融押し出しした際の製膜性を、下記基準で評価した。結
果を表２に示す。
　Ａ　製膜性は非常に良好であった。
　Ｂ　製膜は良好であった。
　Ｃ　着色および分解ガスの発生が起こったが、製膜可能であった。
　Ｄ　製膜不可能であった。
【０１２２】
＜ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成するための樹脂のピークトップ分子量および
分子量分布の測定＞
　得られたポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成するための樹脂を、ＧＰＣにより分
析した。ＧＰＣ分析には、分析装置としてＶｉｓｃｏｔｅｋ製ＧＰＣｍａｘＴＤＡ３０５
およびＲＩ検出器を用い、カラムとしてＳｈｏｄｅｘ製ＧＰＣ　ＫＦ－８０６ＬおよびＧ
ＰＣ　ＫＦ－８０６Ｌを２本連結して別途先端にガードカラムとしてのＳｈｏｄｅｘ製　
ＫＦ－Ｇを連結したものを用い、ＴＨＦ溶媒および標準ポリスチレン（Ａｇｉｌｅｎｔ　
Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ社製　Ｅａｓｉｃａｌ　ＧＰＣ／ＳＥＣ　Ｃａｌｉｂｒａｔｉ
ｏｎ　Ｓｔａｎｄａｒｄｓ　ＰＳ－１）を用い、解析ソフトとしてＯｍｎｉＳＥ、Ｃ４．
７を用いた。４０℃、注入量１００μＬで測定を行い、前記樹脂のピークトップ分子量お
よび分子量分布を求めた。結果を表２に示す。
【０１２３】
＜耐熱クリープ性値（１）および耐熱クリープ性値（２）の測定＞
　前記ポリビニルアセタール樹脂フィルムの耐熱クリープ性値（１）および耐熱クリープ
性値（２）を、先の＜耐熱クリープ性値（１）の測定方法（１）＞および＜耐熱クリープ
性値（２）の測定方法（２）＞の段落に記載した方法にそれぞれ準じて測定した。結果を
表２に示す。
【０１２４】
　また、参考例１、並びに後述の参考例２～１０において、樹脂１として使用した樹脂Ａ
またはＣ、および樹脂２として使用した樹脂Ｂの物性値を表１に示す。
【表１】

【０１２５】
［参考例２～４］
　樹脂１と樹脂２との混合割合を表２に記載の割合にしたこと以外は参考例１と同様にし
て、表面が平滑な厚さ５０μｍのポリビニルアセタール樹脂フィルムｄ、ｅおよびａをそ
れぞれ製造した。
　次いで、参考例１と同様にして、ポリビニルアセタール樹脂フィルムの製膜性を評価し
、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成するための樹脂のピークトップ分子量および
分子量分布を求め、耐熱クリープ性値（１）および耐熱クリープ性値（２）を測定した。
結果を表２に示す。
【０１２６】
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【表２】

【０１２７】
　表２に示されているとおり、樹脂の濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（
質量比）溶液の粘度が２００ｍＰａ・ｓより大きい樹脂を用いてポリビニルアセタール樹
脂フィルムを作製した場合（参考例１～３）は、優れた耐熱クリープ性値（１）および耐
熱クリープ性値（２）が得られた。これは、このようなポリビニルアセタール樹脂フィル
ムを用いて合わせガラスを作製すると、機能性層または導電層の変形および破壊が良好に
抑制され、得られた合わせガラスの高温下でのガラスのずれが良好に抑制されることを示
している。
　一方、樹脂の濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（質量比）溶液の粘度が
２００ｍＰａ・ｓ以下である樹脂を用いてポリビニルアセタール樹脂フィルムを作製した
場合（参考例４）は、３０ｍｍを超える耐熱クリープ性値（１）および耐熱クリープ性値
（２）しか得ることができなかった。このようなポリビニルアセタール樹脂フィルムを用
いて合わせガラスを作製すると、機能性層または導電層の変形および破壊は充分に抑制さ
れず、得られた合わせガラスの高温下でのガラスのずれも充分に抑制されない可能性が高
く、参考例１～３に比べて劣っていた。
【０１２８】
［参考例５］
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムｃに、凸版印刷法によりＵＶ硬化性ナノ銀インクを
厚さ１０μｍとなるように印刷し、線幅３００μｍ、ピッチ１００μｍ、長さ５ｃｍ、本
数２０本の線状導電性材料パターンを形成した。前記パターンにＵＶ光を照射してインク
を硬化させた。
　次に、縦１０ｃｍ、横１０ｃｍ、厚さ３ｍｍのガラスの上に、前記パターンを付与した
ポリビニルアセタール樹脂フィルムを、印刷面が上向きになるよう配置し、前記パターン
の線状導電性材料の方向とは直角に、各線状導電性材料の両端部とそれぞれ重なるように
、バスバーとしての導電性粘着層を有する銅箔テープ（幅５ｍｍ、長さ１５ｃｍ）を貼り
付けた。尚、各々のバスバーは、電極としてポリビニルアセタール樹脂フィルムからはみ
出すように設置した。続いて、その上に、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層としての縦
１０ｃｍ、横１０ｃｍ、厚さ０．７６ｍｍの〔水酸基量２０．０質量％および粘度平均重
合度１７００を有するポリビニルブチラール樹脂（７２質量％）と３ＧＯ（２８質量％）
とを含む〕自動車フロントガラス用中間膜を重ね、さらに、縦１０ｃｍ、横１０ｃｍ、厚
さ３ｍｍのガラスを重ねて、テープで固定した。このとき、線状導電性材料パターンはガ
ラスの中央に配置し、各電極端部がガラス端部からはみ出すように配置した。
　続いて、得られた積層体を真空バッグに入れ、減圧下に１００℃で３０分間処理し、冷
却後に減圧を解除して、プレラミネート後の合わせガラスを取り出した。同様にして得ら
れた計４つのプレラミネート後の合わせガラスについて、バスバーの端部と接する部分の
状態を観察し、クラックや変形の有無を確認した。
　その後、プレラミネート後の合わせガラスをオートクレーブに投入し、１４０℃、１．
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２ＭＰａで３０分間処理した。得られたオートクレーブ後の合わせガラスを前述と同様に
観察した。
　プレラミネート後と、オートクレーブ後のクラックや変形の有無を下記基準で評価した
。結果を表３に示す。
　Ａ：　線状導電性材料のクラックや変形の有無は見られなかった。
　Ｂ：　若干の変形が見られたが線状導電性材料のクラックは見られず、実用可能であっ
た。
　Ｃ：　一部の線状導電性材料にクラックおよび変形が見られた。
　Ｄ：　線状導電性材料の多くにクラックおよび変形が見られ、実用不可能であった。
【０１２９】
［参考例６～１０］
　表３に示したポリビニルアセタール樹脂フィルムを使用したこと以外は参考例５と同様
にして合わせガラスを作製し、評価した。なお、参考例１０で用いたフィルムｍは、後述
の方法で、表５に記載の通りに製造したものである。
【０１３０】
【表３】

【０１３１】
　表３に示されているとおり、樹脂の濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（
質量比）溶液の粘度が２００ｍＰａ・ｓより大きい樹脂を用い、ポリビニルアセタール樹
脂フィルム中の可塑剤の量を、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物
の総質量に基づいて０～２０質量％として、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを作製し
た場合（参考例５～７）は、プレラミネート後およびオートクレーブ後の導電層（導電性
構造体）の線状導電性材料にクラックは見られず、実用可能であった。
　一方、樹脂の濃度１０質量％のトルエン／エタノール＝１／１（質量比）溶液の粘度が
２００ｍＰａ・ｓ以下である樹脂を用いてポリビニルアセタール樹脂フィルムを作製した
場合（参考例８～９）、ポリビニルアセタール樹脂フィルム中の可塑剤の量がポリビニル
アセタール樹脂フィルムを構成する樹脂組成物の総質量に基づいて２２質量％である場合
（参考例１０）には、プレラミネート後に導電層の線状導電性材料に変形か、変形および
クラックが見られ、オートクレーブ後の導電層の線状導電性材料に変形およびクラックが
見られ、参考例５～７に比べて劣っていた。
【０１３２】
＜ポリビニルアセタール樹脂フィルムａ～ｍ並びにｏ～ｕの製造＞
　ポリビニルブチラール樹脂１（以下、「樹脂１」と称する）を溶融混練するか、または
樹脂１およびポリビニルブチラール樹脂２（以下、「樹脂２」と称する）を表５または表
８に記載の質量比で溶融混練した。ポリビニルアセタール樹脂フィルムが可塑剤を含む場
合（ポリビニルアセタール樹脂フィルムｊ、ｍおよびｒ）は、可塑剤として所定量の３Ｇ
Ｏを、樹脂１および樹脂２とともに溶融混練した。次に、得られた溶融混練物をストラン
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ド状に押出し、ペレット化した。得られたペレットを、単軸の押出機とＴダイを用いて溶
融押出し、金属弾性ロールを用いて表面が平滑なポリビニルアセタール樹脂フィルムを得
た。得られたポリビニルアセタール樹脂フィルムａ～ｍおよびｏ～ｕの厚さを表５または
表８に示す。
【０１３３】
　また、ポリビニルアセタール樹脂フィルムａ～ｍの製造、並びにｏ～ｕの製造において
使用した樹脂１および樹脂２の物性値を表４に示す。
【表４】

【０１３４】
［参考例１１］
＜銅箔が接合されたポリビニルアセタール樹脂フィルムの製造＞
　製造したポリビニルアセタール樹脂フィルムｃに、片面が黒化処理された厚さ７μｍの
銅箔を、黒化処理面（以下、黒化面と称することがある）とポリビニルアセタール樹脂フ
ィルムｃとが接するような向きで重ねた。ここで、ＪＩＳ　Ｒ　３１０６に準じて測定さ
れた黒化処理面の可視光反射率は５．２％であった。次に、ポリビニルアセタール樹脂フ
ィルムｃと銅箔とを重ねた積層体の上下を厚さ５０μｍのＰＥＴフィルムで挟み、１２０
℃に設定した熱圧着ロールの間を通過（圧力：０．２ＭＰａ、速度０．５ｍ／分）させた
後、ＰＥＴフィルムを剥離して、銅箔が接合されたポリビニルアセタール樹脂フィルムを
得た。
【０１３５】
＜導電層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルムの製造＞
　製造した、銅箔が接合されたポリビニルアセタール樹脂フィルムの銅箔上に、ドライフ
ィルムレジストをラミネートした後、フォトリソグラフィの手法を用いてエッチング抵抗
パターンを形成した。次に、前記エッチング抵抗パターンが形成された、銅箔が接合され
たポリビニルアセタール樹脂フィルムを、銅エッチング液に浸漬して導電層（導電性構造
体）を形成した後、常法により、残存するフォトレジスト層を除去した。これにより、導
電層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。このポリビニルアセタール樹脂
フィルムは、ポリビニルアセタール樹脂フィルムと導電層との間に接着剤層を有していな
い。導電層は、縦横各５ｃｍの正方形の内部に、線幅１０μｍの銅線が５００μｍ間隔で
格子状に並んだ銅メッシュ構造を有し、その上辺および下辺がバスバーに相当する幅５ｍ
ｍの銅線構造と接続された構造を有していた。
【０１３６】
［参考例１２～１５］
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムｃに代えて、表５に記載のポリビニルアセタール樹
脂フィルムｄ、ｅ、ａおよびｂをそれぞれ使用したこと以外は参考例１１と同様にして、
導電層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。
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【０１３７】
［実施例１］
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムｃに代えて、表５に記載のポリビニルアセタール樹
脂フィルムｆを使用したこと以外は参考例１１と同様にして、導電層を有するポリビニル
アセタール樹脂フィルムを得た。具体的には、表５に記載の樹脂を用いポリビニルアセタ
ール樹脂フィルムｆを製造した。ポリビニルアセタール樹脂フィルムｆの金属弾性ロール
との接触面ではない側、即ち鏡面金属冷却ロールとの接触面について、凹凸の平均間隔Ｓ
ｍ値および十点平均粗さＲｚ値を、株式会社ミツトヨ製サーフテストＳＪ－３１０（測定
力：０．７５ｍＮ、スタイラス形状：先端半径２μｍＲ／先端角度６０°）を用い、ＪＩ
Ｓ　Ｂ０６０１－１９９４に準拠して測定した。結果を表８に示す。
【０１３８】
［実施例２～５］
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムｆに代えて、表５に記載のポリビニルアセタール樹
脂フィルムｇ～ｊをそれぞれ使用したこと以外は実施例１と同様にして、導電層を有する
ポリビニルアセタール樹脂フィルムを得、表面粗さを評価した。結果を表８に示す。
【０１３９】
［参考例１６］
　片面が黒化処理された厚さ７μｍの銅箔を、金属光沢面とポリビニルアセタール樹脂フ
ィルムｃとが接するような向きで重ねたこと以外は参考例１１と同様にして、導電層を有
するポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。ここで、ＪＩＳ　Ｒ　３１０６に準じて
測定された金属光沢面の可視光反射率は６３％であった。
【０１４０】
［参考例１７］
　フォトリソグラフィに用いるフォトマスクの線幅を変更したこと以外は参考例１１と同
様にして、導電層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。導電層は、縦横各
５ｃｍの正方形の内部に、線幅５μｍの銅線が５００μｍ間隔で格子状に並んだ銅メッシ
ュ構造を有し、その上辺および下辺がバスバーに相当する幅５ｍｍの銅線構造と接続され
た構造を有していた。
【０１４１】
［参考例１８］
　銅線の線幅が２０μｍになるように調整したこと以外は参考例１７と同様にして、導電
層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。導電層は、縦横各５ｃｍの正方形
の内部に、線幅２０μｍの銅線が１０００μｍ間隔で格子状に並んだ銅メッシュ構造を有
し、その上辺および下辺がバスバーに相当する幅５ｍｍの銅線構造と接続された構造を有
していた。
【０１４２】
［参考例１９］
　銅線の線幅が３０μｍになるように調整したこと以外は参考例１７と同様にして、導電
層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。導電層は、縦横各５ｃｍの正方形
の内部に、線幅３０μｍの銅線が１５００μｍ間隔で格子状に並んだ銅メッシュ構造を有
し、その上辺および下辺がバスバーに相当する幅５ｍｍの銅線構造と接続された構造を有
していた。
【０１４３】
［参考例２０］
　銅線の線幅が４０μｍになるように調整したこと以外は参考例１７と同様にして、導電
層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。導電層は、縦横各５ｃｍの正方形
の内部に、線幅４０μｍの銅線が２０００μｍ間隔で格子状に並んだ銅メッシュ構造を有
し、その上辺および下辺がバスバーに相当する幅５ｍｍの銅線構造と接続された構造を有
していた。
【０１４４】
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［参考例２１］
　フォトリソグラフィに用いるフォトマスクの構造を変更したこと以外は参考例１１と同
様にして、導電層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。導電層は、線幅１
０μｍの銅線が５００μｍ間隔で直線状に並んだ構造を有し、その各直線の両端がバスバ
ーに相当する幅５ｍｍの銅線構造と接続された構造を有していた。
【０１４５】
［参考例２２］
　フォトリソグラフィに用いるフォトマスクの構造を変更したこと以外は参考例１１と同
様にして、導電層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。導電層は、線幅１
０μｍの銅線が５００μｍ間隔で波線状に並んだ構造を有し、その各波線の両端がバスバ
ーに相当する幅５ｍｍの銅線構造と接続された構造を有していた。
【０１４６】
［参考例２３］
　フォトリソグラフィに用いるフォトマスクの構造を変更したこと以外は参考例１１と同
様にして、導電層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。導電層は、線幅１
０μｍの銅線が５００μｍ間隔でジグザグ線状に並んだ構造を有し、その各ジグザグ線の
両端がバスバーに相当する幅５ｍｍの銅線構造と接続された構造を有していた。
【０１４７】
［参考例２４］
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムｃに代えて、ポリビニルアセタール樹脂フィルムｋ
を使用したこと以外は参考例１１と同様にして、導電層を有するポリビニルアセタール樹
脂フィルムを得た。
【０１４８】
［参考例２５］
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムｃに代えて、ポリビニルアセタール樹脂フィルムｌ
を使用したこと以外は参考例１１と同様にして、導電層を有するポリビニルアセタール樹
脂フィルムを得た。
【０１４９】
［参考例２６］
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムｃに銅箔を接合する際に、熱圧着ロールを用いて接
合したことに代えて、アクリレート系接着剤を用いて接着したこと以外は参考例１１と同
様にして、導電層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。
【０１５０】
［参考例２７～２８］
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムｃに代えて、ポリビニルアセタール樹脂フィルムａ
またはｅを用いたこと以外は参考例２６と同様にして、導電層を有するポリビニルアセタ
ール樹脂フィルムを得た。
【０１５１】
［参考例２９］
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムｃに代えて、ポリビニルアセタール樹脂フィルムｍ
を使用したこと以外は参考例１１と同様にして、導電層を有するポリビニルアセタール樹
脂フィルムを得た。
【０１５２】
［比較参考例３０］
　ポリビニルアセタール樹脂フィルムｃに代えてＰＥＴフィルム（厚さ５０μｍ）を用い
たこと以外は参考例２６と同様にして、導電層を有するＰＥＴフィルムを得た。
【０１５３】
＜合わせガラスの作製＞
　参考例１１～２９、実施例１～５、並びに後述の実施例６～９および比較例１～４で得
た導電層を有するポリビニルアセタール樹脂フィルム、および比較参考例３０で得た導電
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層を有するＰＥＴフィルムをそれぞれ、縦５ｃｍ、横５ｃｍに切り出し、縦１０ｃｍ、横
１０ｃｍ、厚さ３ｍｍのガラスの上に配置した。このとき、前記フィルムの導電層を有さ
ない面がガラスと接する向きで、かつ導電層がガラスの中央付近にくるように配置した。
次に、導電層の両端部にある各々のバスバー（５ｍｍ幅銅線）に、電極（導電性粘着剤付
き銅箔テープ）を、ガラスから外へ各電極端部がはみ出すように貼り付けた。さらに、そ
の上に、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層としての縦１０ｃｍ、横１０ｃｍ、厚さ０．
７６ｍｍの〔水酸基量２０．０質量％および粘度平均重合度１７００を有するポリビニル
ブチラール樹脂（７２質量％）と３ＧＯ（２８質量％）とを含む〕自動車フロントガラス
用中間膜、および縦１０ｃｍ、横１０ｃｍ、厚さ３ｍｍのガラスを重ねて配置した。
　続いて、これを真空バッグに入れ、真空ポンプを用いて室温で１５分間減圧にした後、
減圧したまま１００℃まで昇温し、そのまま６０分間加熱した。降温後、常圧に戻し、プ
レラミネート後の合わせガラスを取り出した。
　その後、これをオートクレーブに投入し、１４０℃、１．２ＭＰａで３０分間処理し、
合わせガラスを作製した。
【０１５４】
＜導電層の状態の評価＞
　プレラミネート後およびオートクレーブ後の導電層の状態を、ルーペを用いて目視観察
し、線状導電性材料の変形および断線の有無を下記基準で評価した。結果を表５、表７お
よび表８に示す。
　Ａ　変形および断線は認められなかった。
　Ｂ　部分的に変形は認められたが、断線は認められなかった。
　Ｃ　僅かに断線が認められた。
　Ｄ　断線が顕著であった。
【０１５５】
＜通電性の評価＞
　各々のバスバーに貼り付けた２つの電極間の抵抗を、テスターで測定した。合わせガラ
ス作製前後に抵抗値を測定し、通電性を下記基準で評価した。結果を表５、表７および表
８に示す。
　Ａ　合わせガラス作製後の抵抗値が合わせガラス作製前の抵抗値の１．５倍以内と極め
て良好。
　Ｂ　合わせガラス作製後の抵抗値が合わせガラス作製前の抵抗値の１．５倍を超え２倍
以内と良好。
　Ｃ　合わせガラス作製後の抵抗値が合わせガラス作製前の抵抗値の２倍を超え４倍以内
であるが実用可能。
　Ｄ　合わせガラス作製後の抵抗値が合わせガラス作製前の抵抗値の４倍を超え、実用不
可能。
【０１５６】
＜ヘイズの測定＞
　参考例１１～２０および２４～２９、並びに実施例１～５で得た導電層を有するポリビ
ニルアセタール樹脂フィルム、および比較参考例３０で得た導電層を有するＰＥＴフィル
ムをそれぞれ、縦５ｃｍ、横５ｃｍに切り出し、縦５ｃｍ、横５ｃｍ、厚さ３ｍｍのガラ
スの上に配置した。このとき、前記フィルムの導電層を有さない面がガラスと接する向き
で配置した。その上に、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層としての縦５ｃｍ、横５ｃｍ
、厚さ０．７６ｍｍの〔水酸基量２０．０質量％および粘度平均重合度１７００を有する
ポリビニルブチラール樹脂（７２質量％）と３ＧＯ（２８質量％）とを含む〕自動車フロ
ントガラス用中間膜、および縦５ｃｍ、横５ｃｍ、厚さ３ｍｍのガラスを重ねて配置した
。
　続いて、これを真空バッグに入れ、真空ポンプを用いて室温で１５分間減圧にした後、
減圧したまま１００℃まで昇温し、そのまま６０分間加熱した。降温後、常圧に戻し、プ
レラミネート後の合わせガラスを取り出した。
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　その後、これをオートクレーブに投入し、１４０℃、１．２ＭＰａで３０分間処理し、
合わせガラスを作製した。
　得られた導電層を有する前記合わせガラスの各々について、黒化処理面側から光を照射
した場合のヘイズと、金属光沢面側から光を照射した場合のヘイズを、ヘイズメーターを
用いてＪＩＳ　Ｒ３１０６に準じて測定した。結果を表５に示す。
【０１５７】
＜導電層の視認性の官能評価＞
　黒化処理面側を観察者に向けた合わせガラスを、観察者から約５０ｃｍ離れた位置に配
置し、観察者がガラスを通して５ｍ先を見たときに、導電層の銅線が視認できるか否かを
、下記基準で官能的に評価した。結果を表５に示す。
　Ａ　ほとんど気にならず極めて良好。
　Ｂ　焦点をずらした際に少し気になったが良好。
　Ｃ　少し気になったが実用可能。
　Ｄ　気になり実用不可能。
【０１５８】
＜ポリビニルアセタール樹脂フィルムの端部の視認性の官能評価＞
　前記＜合わせガラスの作製＞に従って作製した合わせガラスを２週間室温で放置した後
、自動車フロントガラス用中間膜より寸法の小さいポリビニルアセタール樹脂フィルムの
端部が、目視で判別できるか否かを、下記基準で官能的に評価した。結果を表５に示す。
　Ａ　全く判別できず極めて良好。
　Ｂ　よく見ると判別できる部分があったが良好。
　Ｃ　よく見ると判別できたが実用可能。
　Ｄ　明らかに判別でき、実用不可能。
【０１５９】
＜平均可塑剤量＞
　可塑化ポリビニルアセタール樹脂層としての自動車フロントガラス用中間膜に含まれる
可塑剤がポリビニルアセタール樹脂フィルムに移行し、自動車フロントガラス用中間膜に
含まれる可塑剤量がポリビニルアセタール樹脂フィルムに含まれる可塑剤量と同程度とな
ったときの可塑剤量（計算値）を、下記式に従い算出した。結果を表５に示す。
【数１】

　　Ａ（質量％）：可塑化ポリビニルアセタール樹脂層の可塑剤量
　　ａ（ｍｍ）：可塑化ポリビニルアセタール樹脂層の厚さ
　　Ｂ（質量％）：ポリビニルアセタール樹脂フィルムの可塑剤量
　　ｂ（ｍｍ）：ポリビニルアセタール樹脂フィルムの厚さ
【０１６０】
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【表５】

【０１６１】
　表５に示されているとおり、ポリビニルアセタール樹脂フィルム中の可塑剤の量が本発
明において規定している範囲内であるとき、合わせガラスの作製時における導電層の変形
および断線が少なく、通電性が良好であった。また、ポリビニルアセタール樹脂フィルム
と導電層との間に接着剤層を有さないとき、ポリビニルアセタール樹脂フィルムを用いて
作製された合わせガラスに、黒化処理面側から光を照射した場合のヘイズおよび金属光沢
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【０１６２】
［参考例３１～３４］
　参考例３１、３２および３４では、参考例１１において製造したポリビニルアセタール
樹脂フィルムを用い、表６に示した合わせガラスの構成で、後述の可視光反射率測定用合
わせガラスを作製した。参考例３３では、参考例１６において製造したポリビニルアセタ
ール樹脂フィルムを用い、表６に示した合わせガラスの構成で、後述の可視光反射率測定
用合わせガラスを作製した。具体的には、表６に示した合わせガラスの構成で、縦５ｃｍ
、横５ｃｍ、厚さ３ｍｍのガラス、縦５ｃｍ、横５ｃｍに切り出したポリビニルアセター
ル樹脂フィルム、可塑化ポリビニルアセタール樹脂層としての縦５ｃｍ、横５ｃｍ、厚さ
０．７６ｍｍの〔水酸基量２０．０質量％および粘度平均重合度１７００を有するポリビ
ニルブチラール樹脂（７２質量％）と３ＧＯ（２８質量％）とを含む〕自動車フロントガ
ラス用中間膜を重ねて配置し、これを真空バッグに入れ、真空ポンプを用いて室温で１５
分間減圧にした後、減圧したまま１００℃まで昇温し、そのまま６０分間加熱した。降温
後、常圧に戻し、プレラミネート後の合わせガラスを取り出した。その後、これをオート
クレーブに投入し、１４０℃、１．２ＭＰａで３０分間処理し、合わせガラスを作製した
。得られた可視光反射率測定用合わせガラスの内側ガラス（乗車人物側を想定）から光を
照射したときの可視光反射率を、ＪＩＳ　Ｒ　３１０６に準じて測定した。結果を表６に
示す。
【０１６３】
【表６】

【０１６４】
［参考例３５～３８］
＜ポリビニルアセタール樹脂フィルムと銅箔とを接合する際の温度が剥離強度、導電層の
状態および通電性に及ぼす影響の評価＞
　Ａ４サイズの銅箔にＡ４サイズのポリビニルアセタール樹脂フィルムｃを重ね、端部８
ｃｍが加熱圧着されないよう、表７に記載の温度で加熱圧着したこと以外は参考例１１と
同様にして、銅箔が接合されたポリビニルアセタール樹脂フィルムを得た。加熱圧着しな
かった端部が引張試験機のチャックに挟む部分となるよう、得られた樹脂フィルムを１ｃ
ｍ幅の短冊状に切断し、チャック間距離４ｃｍ、引張速度１００ｍｍ／分で引張試験を行
い、２０ｍｍ毎の剥離力をアウトプットし、その平均値を剥離強度とした。
　また、表７に記載の温度で加熱圧着して銅箔を接合したこと以外は参考例１１と同様に
して、導電層の状態（格子状）の評価および通電性の評価を実施した。結果を表７に示す
。
【０１６５】
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【表７】

【０１６６】
　表７に示されているとおり、ポリビニルアセタール樹脂フィルムｃと銅箔とを１００℃
以上の温度で接合した場合（参考例３５～３８）、ポリビニルアセタール樹脂フィルムｃ
と銅箔との良好な剥離強度が得られ、プレラミネート後もオートクレーブ後も導電層の線
状導電性材料の形状が良好に保持されて良好な通電性が得られた。また、接合温度が１０
０℃より高い場合（参考例３６～３８）は、オートクレーブ後も導電層の線状導電性材料
の形状に変形は見られず、極めて良好に形状が保持され、通電性も極めて良好であった。
この結果から、このようなポリビニルアセタール樹脂フィルムを用いて合わせガラスを作
製すると、機能性層または導電層の変形および破壊が良好に抑制され、得られる合わせガ
ラスの高温下でのガラスのずれが良好に抑制されることが分かる。
【０１６７】
［実施例６］
＜ポリビニルアセタール樹脂フィルムの表面粗さが導電線構造体の配線の形状保持に及ぼ
す影響＞
　参考例１１のポリビニルアセタール樹脂フィルムｃの、金属弾性ロールとの接触面では
ない側、即ち鏡面金属冷却ロールとの接触面について、凹凸の平均間隔Ｓｍ値および十点
平均粗さＲｚ値を、を株式会社ミツトヨ製サーフテストＳＪ－３１０（測定力：０．７５
ｍＮ、スタイラス形状：先端半径２μｍＲ／先端角度６０°）を用いてＪＩＳ　Ｂ０６０
１－１９９４に準じて測定した。また、参考例１１と同様にして導電層の状態の評価およ
び通電性の評価を実施した。結果を表８に示す。
【０１６８】
［実施例７］
　実施例６で得られたフィルムｃにおいて、金属弾性ロールとの接触面について実施例６
と同様にして評価を実施した。当該フィルムを実施例７においてはフィルムｑと称するこ
ととする。結果を表８に示す。
【０１６９】
［実施例８］
　金属弾性ロールに代えてゴム弾性ロールを用いたこと以外は実施例６と同様にして得ら
れた、ポリビニルアセタール樹脂フィルムｏの、鏡面金属冷却ロール側との接触面につい
て実施例６と同様にして評価を実施した。結果を表８に示す。
【０１７０】
［実施例９］
　金属弾性ロールに代えてゴム弾性ロールを用い、鏡面金属冷却ロールに代えてエンボス
ロール（１）を用いたこと以外は実施例６と同様にして得られた、ポリビニルアセタール
樹脂フィルムｐの、エンボスロール（１）との接触面について実施例６と同様にして評価
を実施した。結果を表８に示す。
【０１７１】
［比較例１］
　金属弾性ロールに代えてゴム弾性ロールを用い、表５に記載の含有量で可塑剤３ＧＯを
添加したこと以外は実施例６と同様にして得られた、ポリビニルアセタール樹脂フィルム
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果を表８に示す。
【０１７２】
［比較例２］
　鏡面金属冷却ロールに代えてエンボスロール（２）を用い、可塑剤を添加しなかったこ
と以外は比較例１と同様にして得られた、ポリビニルアセタール樹脂フィルムｓの、エン
ボスロール（２）との接触面について実施例６と同様にして評価を実施した。結果を表８
に示す。
【０１７３】
［比較例３］
　鏡面金属冷却ロールに代えてエンボスロール（３）を用い、可塑剤を添加しなかったこ
と以外は比較例１と同様にして得られた、ポリビニルアセタール樹脂フィルムｔの、エン
ボスロール（３）との接触面について実施例６と同様にして評価を実施した。結果を表８
に示す。
【０１７４】
［比較例４］
　比較例３で得られたフィルムｔにおいて、ゴム弾性ロールとの接触面について実施例６
と同様にして評価を実施した。当該フィルムを比較例４においてはフィルムｕと称するこ
ととする。結果を表８に示す。
【０１７５】
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【表８】

【０１７６】
　表８に示されているとおり、ポリビニルアセタール樹脂フィルムの凹凸の平均間隔Ｓｍ
が５００μｍ以上であり、凹凸の平均間隔Ｓｍ値と十点平均粗さＲｚ値との比率Ｓｍ／Ｒ
ｚが２００以上であり、ポリビニルアセタール樹脂フィルム中の可塑剤の量が本発明にお
いて規定している範囲内である場合（実施例１～９）に、プレラミネート後もオートクレ
ーブ後も導電層の線状導電性材料の形状が良好に保持された。これは、ポリビニルアセタ
ール樹脂フィルムの表面が平滑であると、ポリビニルアセタール樹脂フィルムと銅箔との
、微小な未接着部分のより少ない、より均一でむらのない接合が可能であることを示す。
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このことにより、本発明のポリビニルアセタール樹脂フィルムを用いて合わせガラスを作
製すると、機能性層または導電層の変形および破壊が良好に抑制され、また、得られる合
わせガラスの高温下でのガラスのずれが良好に抑制される。
【符号の説明】
【０１７７】
　　１０　　耐熱クリープ性値測定用の合わせガラス
　　１１　　ガラスＡ
　　１２　　ガラスＢ
　　１３　　ポリビニルアセタール樹脂フィルムと可塑化ポリビニルブチラール樹脂層と
の積層体
　　１３Ａ　ポリビニルアセタール樹脂フィルム
　　１３Ｂ　厚さ０．７６ｍｍの可塑化ポリビニルブチラール樹脂層
　　１３Ｃ　厚さ０．３８ｍｍの可塑化ポリビニルブチラール樹脂層
　　１３Ｄ　厚さ０．３８ｍｍの可塑化ポリビニルブチラール樹脂層
　　２０　　鉄板が接着された耐熱クリープ性値測定用の合わせガラス
　　２１　　鉄板

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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